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巻頭言
　岩手県西和賀町を最初に訪れたのは平成25年７月
である。政策研の客員研究員として農福連携の実態
を調査するのが目的だった。そのとき，町議会議員
の高橋雅一さんと湯田庁舎政策推進室長の畠山幸雄
さんから「雪あかり」の存在を知らされた。雪に穴
をあけ，そこにロウソクの灯をともす・・・と聞い
ただけでこの目で見たい衝動に駆られた。
　平成元年に旧湯田町で始まったこのイベントは，
平成17年の町村合併後は西和賀町に引き継がれ，現
在も毎年２月初旬の週末に開催されている。その最
大の特徴は「さっぽろ雪まつり」のような会場を持
たないことだ。灯りがともされる場所は，雪かきに
よってできた雪の山である。なかには見栄えのする
凝った作りの雪像もあるが，玄関先をやさしく照ら
す小さな光もありそのサイズはさまざま。市民参加
型のイベントなので，自分たちが好きなように「雪
あかり」を作ることができるのだ。
　念願かなって平成27年２月，ゼミ生３名と西和賀
町左草地区の「雪あかり」に参加した。慶應義塾大
学も近年は首都圏出身者が大勢を占め，学生の多く
は農村部や雪国での生活についてニュース映像レベ
ルの知識しか持ちあわせていない。もし旅館に宿泊
したら，イベント目当ての観光客で終わってしまう
だろう。そこで，畠山室長と地域おこし協力隊の小
堀陽平さんに無理をお願いし，学生は左草地区のお
宅にホームステイさせていただいた。わずか２日と
はいえ，雪国での生活は貴重な体験となったに違い
ない。
　左草／下前地区の「雪あかり」は，道路の除雪に
よってできた高さ２メートルほどの雪の壁にスコッ
プで穴をあけ，そこにロウソクを点火してできる全
長２キロメートルほどの「雪あかりの小径」である。
午後３時ころ丘の麓に集合し，そこから雪の壁に等
間隔で四角い空洞を作る。次に，ロウソクの入った
紙コップを空洞内に置いていく。そして，最後に丘
の頂上からロウソクに点火しながら麓に下っていく
のだ。
　点火が終わるころすでに日は落ちている。夕闇が
迫るなか，ゆらゆらとした暖かい炎に照らされた

「雪あかりの小径」を頂上に向かってゆっくりと歩

いていく。その先に待っ
ているのは，女性陣によ
る地元の食材をふんだん
に使った手料理と旨い酒
だ。地元の方々と大いに
喋り飲んだひとときは日
常を忘れさせる開放感
だった。
　今年の２月，私はみた
び西和賀を訪れた。記録
的な暖冬の影響もあって
開催が危ぶまれた「雪あかり」だったが，１月末に
まとまった積雪があり何とか事なきを得たようであ
る。２回目の参加なので「穴あけ」の要領もだいぶ
つかめてきた。地元の方にも少し顔を覚えてもらえ
たような気がする。少しずつではあるが，「居心地
の良さ」を感じ始めている。
　このイベントに参加して思うのは「地方創生」の
意味は何なのかということだ。西和賀の「雪あか
り」を見たビジネスコンサルタントは，もっと立派
な雪像を作り，大々的に宣伝し，内外から大勢の観
光客を集めるのが「創生」のための有効な策とアド
バイスするかもしれない。しかし，それでは「さっ
ぽろ雪まつり」や「阿波踊り」と同じだ。一過性の
イベントの際にカネが落ちるだけで，地方そのもの
を創生したことにはならない。また，１年に１度の
開催のために大がかりなインフラを整備するのも非
効率だろう。
　私は左草／下前地区の「小径」に創生のヒントが
隠されているように思う。要するに妙な背伸びをし
ないということだ。すべてが地元の方たちの文字通
り手の届く範囲で企画されている。そこには大がか
りな雪像はなく，贅沢な食材が並んでいるわけでも
ない。それでもゆったりと流れる時間とろうそくの
灯りに照らされた小径には心から癒やされるし，手
料理と地酒と東北なまりのコンビネーションは抜群
なのである。雪国の農村のありのままの姿のなかに
どう価値を見いだしていけばよいのか。「雪あかり
の小径」はその課題の重要性と難しさを私に教えて
くれる。

自然体の地方創生
慶應義塾大学商学部　教授　中島　隆信
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平成28年度研究課題のご紹介
企画広報室　企画科長　　植村　悌明

１．課題設定の方針

　農林水産政策研究所は，農林水産省に置かれた研
究機関として，農林水産行政の推進に資するよう，
農林水産政策上の重要課題や政策展開の方向に対応
して研究を進めてきています。
　研究の推進に当たっては，毎年度，行政部局とも
密接な意見交換・調整を行った上，具体的な課題を
設定して行っていますが，この課題の設定に際して
は，①食料政策，農業政策，農村政策という制度・
施策の大きな枠組の検討等に資する，基盤的・先導
的研究の課題，②国際的な情勢を踏まえた農業政策
等の検討や国際交渉に資する課題，③「農林水産
業・地域の活力創造プラン」等を踏まえた行政部局
の政策立案に貢献が可能と考えられる分野の課題を
優先しています。
　このような考え方にたって，28年度は，①主要国
農業戦略研究，②食料サプライチェーン研究，③農
業・農村研究の３つの主要研究分野について，２で
ご説明する各課題を設定し，研究を進めることとし
ています。

（参考）平成27年度における主な研究成果
　27年度においても，主要研究分野ごとに課題を設
定し，研究を実施しました。主な成果については本
誌において順次御紹介してきたところですが，具体
的には，米国農業法やEU新共通農業政策の実施状
況など主要国・地域の農業情勢・政策について調査・
分析したほか，麦類，果実など品目別の状況を踏ま
えた国産品需要拡大の条件等の分析，加工・業務向
け野菜の新たな産地形成のための条件整理，企業が
農業分野で障害者の就労の場を作る際の課題等の分
析，木質バイオマス利用による森林管理や地域経済
への影響の定量的な分析等を行っています。また，
超高齢社会における食料品アクセス問題に関して28
年３月にシンポジウムを開催し，食料品アクセスの
現状について議論を深めるとともに，食生活や健康
との関係，食料品アクセス問題の解決策について探
りました。

２．平成28年度における具体的な研究課題

　28年度の具体的な研究課題は，表のとおりです。
以下，研究分野ごとにその内容についてご説明しま
す。
（１）主要国農業戦略研究
　主要国・地域の農業情勢や農業・貿易政策につい
ては，我が国の農業政策立案や国際交渉に資するよ
う，これまで継続的に調査・分析を行ってきまし
た。本年度も，プロジェクト研究として，EU，米
国，南米，ロシア，インド，中国，韓国，ASEAN
諸国など，我が国の農業政策立案や世界的な食料需
給の観点から重要な国・地域の農業・農政について，
農業支持政策等に関し横断的な比較にも配慮しなが
ら，調査・分析を行います。また，本研究所で開発
した「世界食料需給モデル」を用いて，世界の食料
需給の中長期的な見通しを行いつつ，将来の気候変
動が食料需給等に与える影響を分析します。
（２）食料サプライチェーン研究
　生産，流通，消費の各段階を通じた新たな価値創
造に向けた対応方策に関する研究や高齢化等が進展
する中での食料消費の動向等に関する研究を行って
おり，本年度は次の課題に取り組みます。
①　安定的かつ効率的な食料供給システムの構築に

関する研究
　安定的で効率的な食料供給システム構築のための
条件の解明等を目的とした研究を，26年度からプロ
ジェクト研究として行っています。本年度は，我が
国農林水産物の需要拡大に向けて，麦，野菜等の品
目ごとの課題や輸出拡大を進める上での課題を分析
するとともに，地理的表示保護制度を活用したブラ
ンド化の実態・課題の整理を行います。また，食料
品アクセス問題に関し，栄養摂取や健康状況への関
連を明らかにするとともに，市町村の対策とその効
果を分析します。
②　６次産業化等に関する研究
　６次産業化や農商工連携の取組について，高付加
価値化に成功している事例や加工・販売業者との連携
により生産者にも利益をもたらしている事例等を分析
し，その成功条件や課題・対応方策を整理します。

平成28年度研究課題のご紹介
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（３）農業・農村研究
　農業生産構造や農村社会構造の動向に関して調
査・分析を行うとともに，農村の維持・再生のため
の方策や農業・農村の価値を踏まえた政策のあり方
の研究等を行っており，本年度は次の課題に取り組
みます。
①　人口減少・高齢化，新たな農業政策下における

農業生産構造の変化と農業生産主体のあり方に関
する研究

　人口減少や高齢化が進展し，また米政策の見直し
等新たな農業政策が進められる中で，農業生産主
体，農業生産，農村コミュニティ等の変化を総合的
に把握・分析する研究を，27年度からプロジェクト
研究として実施しています。本年度は，2015年農業
センサス結果等を活用してマクロ的な動向を分析す
るとともに，地域実例をもとに地域ごとの変化の実
態分析を行います。
②　都市住民等による農業・農村の価値・魅力の発

揮を支える多様な取組に関する研究
　都市に居住しながら行う農業・農村への支援活動
や，都市から農村への能動的な移住等について，農
業・農村の魅力と活動との関係や活動の継続性の分
析，地域経済への影響評価等を行い，取組の誘因や
効果，課題，支援方策を明らかにするための研究
を，本年度からプロジェクト研究として行います。
また，本研究では，バイオエネルギーなど農村の地
域資源の持続的活用に向けて，国際再生可能エネル
ギー機関との共同研究により，地域資源量の評価手
法の開発も行います。
③　障害者の農業分野での就労促進に関する研究
　近年，農業分野における障害者の就労が様々な形
態で進んでいますが，「中間的な就労の場」として
の農業をはじめ，農業分野における障害者就労の最
新の動向を把握するとともに，その課題や政策支援
の方向について明らかにします。

④　飼料用米生産の地域農業構造に与える影響分析
　戦略作物として生産拡大が進められている飼料米
について，地域ごとの取組の実態と農業構造への影
響を事例分析するとともに，地域における関係機関
の取組状況とその課題を整理します。

３．委託研究

　当研究所では，21年度から大学，シンクタンク等
の幅広い知見を利用して，新しい概念や視点を生み
出すための「農林水産政策科学研究委託事業」（委
託研究）を実施しています。本年度は，①国内外の
企業等による継続的な食育活動の効果及び有効な推
進施策のあり方に関する研究，②CSV（共通価値の
創造）の観点から見た国内外の食品企業の途上国等
での栄養改善事業の実態・評価を踏まえた継続的な
事業展開モデルの構築に関する研究，③農村地域内
外の企業やNPO等との連携による持続性の高い生
物多様性保全活動に関する分析及び政策支援のあり
方に関する研究，の３テーマについて，昨年度に引
き続き研究を実施します。また，本年度からの新た
なテーマとして，医療分野との連携による農業・農
村の活性化とその波及効果及び体系的政策支援のあ
り方に関する研究について，研究課題を公募して研
究を行うこととしています。

４．終わりに

　以上，本研究所の28年度の研究課題について御説
明して参りましたが，本研究所では，政策・学術に
貢献する成果をあげられるよう，研究員が，経済
学，法学，社会学など各々の専門知識を活かして研
究を進め，研究成果については，シンポジウム，研
究成果報告会，刊行物等を通じて，広く皆様にも内
容を提供して参りたいと考えております。今後と
も，皆様のご理解，ご協力をお願いする次第です。

農林水産政策研究所　平成28年度の研究課題
具　体　的　な　政　策　研　究　課　題

主要国農業戦略研究 ○主要国の農業戦略等に関する研究

食料サプライチェーン研究
○安定的かつ効率的な食料供給システムの構築に関する研究

○６次産業化等に関する研究

農業・農村研究

○�人口減少・高齢化，新たな農業政策下における農業構造の変化と農業生産主体のあり方に関
する研究

○都市住民等による農業・農村の価値・魅力の発揮を支える多様な取組に関する研究

○障害者の農業分野での就労促進に関する研究

○飼料用米生産の地域農業構造に与える影響分析
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研 究 成 果

大学生による農山村・農林業体験活動の
動向と体験前後の変化

食料・環境領域　主任研究官　田中　淳志

　都市部の大学生を中心に，農林業体験サークルに
参加し，自主的に農山村で農林業体験を行う者が増
えています。そこで，主に大学が都市部にあり，長
年活動が継続し，農山村へ農林業体験に出向く，８
つの団体にヒアリング及びアンケート調査（直前，
直後，１ヵ月後の３度）を実施し，学生が活動に参
加する動機や活動前後の意識変化，また，職業選択
にどのような影響があるのかを調査しましたので，
その内容を報告します。
　学生の参加動機には大きく分けて
３つあり，学生時代にしかできないこ
と，新しいことや都会と違うことをし
たいといった「非日常への関心」に関
するもの，食，農林業や農山村に住む
人への関心といった「農林業・農山村
への関心」に関するもの，現地の人と
の交流や他の参加者との交流といった

「人との交流への関心」に関するもの
がありました。
　農林業・農山村体験に参加すること
で自身がどのように変化すると思うか
に関する直前アンケート結果の因子分
析では，「農林業・農山村経験欲求」
因子「キャリア活用」因子という２つ
の因子が抽出されました（第１表）。
　この２因子の関係を示すと（第１
図）農林業・農山村経験欲求因子は
キャリア活用因子に影響を与えておら
ず，農林業・農山村経験が，学生の職
業選択と別のものとして考えられてお
り，農林業・農山村体験を通じて職業
選択をするという関係が見られません
でした。
　次に，同じ質問を体験直後に実施す
ると，上記因子が「自己の成長」「農
林業を理解しキャリア活用する」の２
つの因子となりました（第２表）。

　この２因子の関係を示すと（第２図）「農林業を
理解しキャリア活用する」因子は，「自己の成長」
因子へ強い影響を与え（0.98），その因子を通じて
質問１～３へも正の効果を及ぼします。一方で「自
己の成長」因子は，「農林業を理解しキャリア活用
する」因子に負の影響を与え（－1.43），「農林業
を理解しキャリア活用する」因子を通じたその先
の変数にも負の効果を及ぼします。例えば，「自己

第１表　農林業・農山村体験による自身の変化に関する質問と因
子負荷量（直前アンケート）

質問内容 因子１ 因子２
１自身の視野が広がると思う 0.4982 0.2353
２自身の成長ができると思う 0.5386 0.1528
３大学で学んでいる専門分野の理解につながると思う －0.1238 0.6657
４将来の就職活動や就職先で役立つと思う 0.1395 0.6062
５農産物を作ったり木を育てる大変さがわかると思う 0.4320 0.1537
６農家や林業従事者が抱える農林業に関する悩みが理解できると思う 0.4230 0.2296
７自身の生活と農林業・自然との結びつきが理解できると思う 0.7009 －0.0414
８訪問先に魅力を感じると思う 0.6542 －0.2105

注．N＝147　主因子法，プロマックス回転．固有値１まで．寄与率順に38.2％，
15.0％

第２表　農林業・農山村体験による自身の変化に関する質問と因
子負荷量（直後アンケート）

質問内容 因子１ 因子２
１自身の視野が広がると思う 0.9040 －0.0407
２自身の成長ができると思う 0.8797 0.0242
３大学で学んでいる専門分野の理解につながると思う 0.3271 0.1444
４将来の就職活動や就職先で役立つと思う 0.1942 0.4182
５農産物を作ったり木を育てる大変さがわかると思う －0.0096 0.5601
６農家や林業従事者が抱える農林業に関する悩みが理解できると思う －0.0682 0.7128
７自身の生活と農林業・自然との結びつきが理解できると思う 0.2242 0.5299
８訪問先に魅力を感じると思う 0.2503 0.4791

注．N＝141　主因子法，プロマックス回転．固有値１まで．寄与率順に43.1％，
14.1％．

第３表　農林業・農山村体験による自身の変化に関する質問と因
子負荷量（１ヵ月後アンケート）

質問内容 因子１
１自身の視野が広がると思う 0.7987
２自身の成長ができると思う 0.7468
３大学で学んでいる専門分野の理解につながると思う 0.6317
４将来の就職活動や就職先で役立つと思う 0.5638
５農産物を作ったり木を育てる大変さがわかると思う 0.5035
６農家や林業従事者が抱える農林業に関する悩みが理解できると思う 0.4280
７自身の生活と農林業・自然との結びつきが理解できると思う 0.6732
８訪問先に魅力を感じると思う 0.7399

注．N＝82　主因子法，プロマックス回転．固有値１まで．寄与率48.5％．
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の成長」因子から「農林業を理
解しキャリア活用する」因子を
経由して，「将来の就職活動や就
職先で役立つと思う」項目へは，
－1.43x0.37＝－0.529という負の
効果を及ぼしています。「農林業
を理解しキャリア活用する」意識
が高い学生は，「自己の成長」に
も正に影響する一方，「自己の成
長」意識が高くても，「農林業を
理解しキャリア活用する」意識に
正の影響はないと言えます。
　最後に，同じ質問を体験１ヵ月
後に実施すると，すべての変数を
要素に含む「農林業・農山村経験
を踏まえたキャリア活用」因子が
現れました（第３表）。体験活動
から時間が経ち，農林業・農山村
での経験と，大学での勉強及び将
来の就職との結びつきを見つけ，役立てようとする
考えを持つようになった結果だと思われました。
　次に仕事・生活についての考え方を聞いた質問
では，「10 様々な世代の人との交流を通じ，地域コ
ミュニティを支えることは重要」「12 幸せは都市よ
り農山村にいることで実感できる」という項目を含
む「農村での交流欲求」因子３が最終的に出現し（第
４表），また，「16 仕事を通じ他者の生活を豊かに
したい」「18 地道な仕事の積み重ねが大きな成果に
結びつく」といった項目が最終的に結びついた「下
働きの重要性の理解」に関する因子が出現しました

（第５表）。
　これらをまとめると，農林業・農山村体験には，

「職業理解」「自己の適正理解」「社会人としての基
礎力育成」に加えて，「地域コミュニティを支える
考え」などの効果が見られました。
　また，ヒアリング調査では，JAや６次産業化事
業体などに就業した者（学生数の５％程度）や食品
製造企業等に就職した者，体験先の市町村職員など
にIターンした者など，農林業・農山村体験が就職
に結び付けられている事例が散見されました。

第１図　直前アンケートのパス解析（共分散構造分
析）

注．数字は標準化係数（矢印部）と切片（独立変数の肩）．
　　＊：５％有意　＊＊：１％有意

第２図　直後アンケートのパス解析（共分散構造分
析）

注．�数字は標準化係数（矢印部）と切片（独立変数の肩）．すべ
て１％有意．

第４表　仕事・生活についての考え方に関する質問と因子負荷量（１ヵ
月後アンケート）

質問項目 因子１ 因子２ 因子３
 9物事に無心になって取り組むことは大切だと思う 0.1363 0.0249 0.4057
10�様々な世代の人との交流を通じ，地域コミュニティを支える

ことは重要だと思う 0.1085 －0.1321 0.9404

11スマホやインターネットがなければ生活できない 0.1902 0.5373 －0.1671
12幸せは農山村よりも都市にいることで実感できると思う 0.0508 0.4903 －0.3146
13幸せは物を持つことで実感できると思う －0.1445 0.9226 0.2076
14幸せは人とのつながりで実感できると思う 0.5201 0.0597 0.0933
15誇りを持てる仕事に就きたいと思う 0.9096 0.0795 0.0762
16仕事を通じて，他人の生活を豊かにしたいと思う 0.4440 －0.0518 0.0823

注．N＝82　最尤法，プロマックス回転．固有値１まで．寄与率順に31.6％，21.2％，
12.9％．

第５表　仕事・生活についての考え方に関する質問と因子負荷量（１ヵ
月後アンケート）

質問項目 因子１
15誇りを持てる仕事に就きたいと思う 0.7105
16仕事を通じて，他人の生活を豊かにしたいと思う 0.6753
17工夫して仕事をすると，つまらないと思ったことも楽しくなると思う 0.6756
18地道な仕事の積み重ねが，大きな成果に結びつくと思う 0.6308
19自分と異なる価値観を認められれば，自分の考え方が広がると思う 0.8822
21自分のやりたい仕事ができなければ意欲がわかない －0.2583

注．N＝53　最尤法，プロマックス回転．固有値１まで．寄与率は52.3％．質問20は他
の質問と相関係数が高く除外．
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研 究 成 果

木質エネルギー利用による
森林管理や地域経済への影響評価

―岩手県西和賀町を事例に―

食料・環境領域　國井　大輔　食料・環境領域　林　岳　北海道大学　澤内　大輔

１．はじめに
　日本の森林の30％以上を占める針葉樹人工林にお
いて，公益的機能を確保しつつ良質な木材を生産す
るためには，間伐等の森林管理が必要です。しかし
国産木材需要の低迷や間伐材の利用先減少等の影響
で，適切な管理が行われない森林の増加が懸念され
ています。そのような中，近年間伐材等の木質バイ
オマスはカーボンニュートラルなエネルギー源とし
て注目され，様々な地域で，木質バイオマスをエネ
ルギーとして利用する取組が行われつつあり，これ
による間伐促進の効果も期待されています。
　このような木質エネルギー利用の取組を持続的に
行っていくためには，資源である木材の確保や，木
質エネルギー利用者への経済的なメリットが重要で
す。また地域としてこのような取組を行う場合に
は，その地域への経済的な影響を評価することも必
要になります。さらに，木質エネルギー利用による
森林管理促進を考える場合には，間伐材利用により
どの程度の森林管理が可能かについても併せて考え
なくてはいけません。上記の視点のうち１つでも欠
けていると，その取組の持続性に支障をきたす可能
性があるため，事業の計画立案段階でこれらの評価
が重要となりますが，現在のところ上記の視点を明
確にし，評価するような研究は行われていません。
　そこで本研究では，地域における木質エネルギー
利用に対して上記の視点を以下の４つの質問として
設定し，それらの答えを導くためのフレームワーク
を実際の事例に適用しました。
　①地域にある資源で持続的に需要を賄えるか。②
木質エネルギーの利用者に経済的メリットがあるの
か。③地域に経済的メリットがあるのか。④地域の
森林管理促進にどの程度寄与するか。
　本稿では，岩手県西和賀町で行われている取組を
適用事例とした研究成果を紹介します。同町では，
木質バイオマスを重要な地域資源として活用するた
めの様々な取組が行われており，本研究で対象とす
る取組では，町内で発生する間伐材由来のチップを
町立病院のボイラーの燃料として利用しています。

２．分析方法
　まず森林簿（2012年時点のデータ記載），標高
データ，道路網データ，町立病院における木質チッ
プの年間消費量等を用い，地理情報システム（GIS）
および線形計画法によって，町有林を対象とした
2012年から2030年までの木質チップの需給バランス
および間伐面積を分析しました。ただしここでは，
病院の需要を満たした時点で間伐を終了するという
条件を設定しているため，最大供給量は病院の需要
量と一致します。また，病院における木質チップの
年間燃料コストと，導入した木質チップボイラーと
等価の熱量を重油ボイラーで得た際の燃料コストを
比較することで，病院の燃料コスト削減効果を検証
し，その後，産業連関分析によって地域経済効果の
分析を行いました。
　本分析では，西和賀町の現状を参考にして，間伐
率30％で間伐を行い，伐採した木材のうち27％を搬
出，搬出された間伐材のうち60％は製材などに利用
し残りの40％を木質チップに利用すると仮定しまし
た。町有林のうち植林後25，35，45年経過したスギ
林を間伐適期として間伐の対象としました。また，
木質チップボイラーの初期投資費用は考慮せず，消
費税と重油価格については森林簿に合わせて2012年
時点の数値を採用しています。

３．分析結果
３．１　資源量に関する分析結果
　西和賀町へのヒアリング調査によると，町立病院
における木質チップの年間消費量は1442m3と推計
されます。その需要量に対して町有林の間伐材から
生産される木質チップの供給量は，年間479m3から
1442m3であり，多くの年で需要量には満たないこ
とが明らかとなりました。
３．２　病院におけるコスト削減効果
　病院における木質チップの燃料コストは年間530
万円と推計されました。一方重油を燃料とする場
合，重油量は約13.5万Lで，燃料コストは年間1191
万円となります。したがって，燃料コスト比較では
木質チップの方が重油よりも優位であり，病院の燃
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料コスト節約額は年間661万円になると推計されま
した。
３．３　地域経済への影響
　病院において燃料コストが削減されるということ
は，町内で流通する資金がその分減少することを意
味しています。このことは地域経済にとってはマイ
ナスの影響となっているのでしょうか。そこで，木
質チップと重油に関する地域への経済効果について
検討します。まず，木質チップと重油について地域
に留まる資金の比率を見てみます（第１図）。木質
チップは，原木の生産から運搬，チップ製造までの
ほとんどが町内で行われているために，燃料コス
トの町内残存率（支出のうち町内に残る割合）は
93.6％となります。一方重油は，製造工程のほとん
どが町外で行われるために，燃料コストの町内残存
率はわずか6.1％となりました。つまり，たとえ木
質チップに比べ重油の方が多くの資金が使われたと
しても，実際に町に残る資金は木質チップの方が多
くなることがわかります。そこで，木質チップと重
油利用による地域経済効果について，岩手県南地域
の産業連関表を用いて分析をすると，木質チップを
購入した場合は，地域経済効果は657万円となり，
一方重油を購入した場合には，地域経済効果はわず
かに97万円となりました（第１図）。つまり，木質
チップ利用による岩手県南地域への地域経済効果
は，重油のおよそ７倍の金額となることが明らかと
なりました。
３．４　森林管理への影響
　それでは最後に，病院への木質チップボイラー導
入が町内の森林管理促進にどの程度寄与するかにつ
いて分析してみます。３．１で示したように，病院
の需要に対して供給される木質チップは年間479m3

から1442m3であり，この木質チップを得るために

間伐される町有林の面積は，年間17haから79haで
あると推計されます。これは，2012年から2030年ま
でのほとんどの年でその年に間伐が必要なすべての
スギ林を施業することを意味しています（第２図）。
ただし，間伐適期のスギ林から発生する間伐材だけ
では病院の需要を満たすことができず，その対応と
しては町有林以外の間伐を行う，搬出率を上げる等
が考えられます。そこで，病院の需要を満たすため
に町有林以外のスギ林の間伐材も利用するとした場
合に必要となる追加の間伐面積を推計し，町有林の
間伐面積に足し合わせたところ，病院の木質チップ
ボイラー導入により平均で年間77haの間伐を実施
できると推計されました。

４．おわりに
　４つの質問に答えを導くことで，西和賀町におけ
る病院への木質チップボイラー導入事例は，町有林
の利用のみでは間伐材の確保に課題はあるものの，
重油ボイラー利用に比べ，病院における燃料コスト
削減と，地域経済へのプラスの効果を両立できるこ
とが明らかとなりました。また，木質チップボイ
ラー導入による木質チップ需要によって平均で年間
77haの間伐促進効果が見込まれました。
　本研究成果を利用することで，地域において木質
エネルギーを利用する際の課題を明確にし，その取
組がどの程度森林管理に貢献しうるかも見ることが
できます。本研究成果が，地域の木質エネルギー利
用やそれによる森林管理の活性化の一助となれば幸
いです。

第１図	 木質チップおよび重油購入による地域経
済効果推計結果

第２図　木質チップ需要により必要となる間伐面積
注⑴緑＋薄緑＝各年の間伐適期のスギ林の面積．
　⑵斜線は病院の需要を満たすために追加的に必要とされる仮

の間伐面積を示す．町有林の間伐適期のスギ林における平
均的な材積量（235m3/ha）から試算．

　⑶薄緑は間伐適期のスギ林が病院の需要を上回る場合の余剰
面積を示す．余剰面積が生じた場合は，翌年へのストック
や他の需要先への供給が考えられる．

重油販売増
1191万円

チップ販売増
530万円

地域経済効果
657万円

域内資金増73万円域内資金増
496万円

地域経済効果
97万円

93.6%残存 6.1%残存

重油木質チップ

2009年岩手県県南広域振興圏産業連
関表を利用し，地域経済効果を算出
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１．寡占化を極める乳業
　一般に寡占性が高いと言われる食品産業の中で
も，乳業は寡占化が最も進んだ部門の１つです。特
に欧州の乳業の寡占性は高く，世界の乳業メーカー
の売上高ランキング（第１表）を見ると上位10社の
うち半数が欧州のメーカーです。また，上位のメー
カーほど成長率が高く，集中度が上昇しています
が，その売上高の伸びの大部分が，企業合併や買収
による結果です。最近では大手乳業メーカー同士の
合併が目立っており，その場合にはランキングが大
幅に入れ替わります。乳業メーカーにとって，合
併・買収は市場シェア拡大と生き残りをかけた最も
重要な戦略となっています。

２．国により異なる酪農協の現状
　一方，欧州の酪農協は，他の作物部門の農協と比
較して組織率が高い地域が多く，大規模組織が多い
傾向が見られます。また，自社ブランドを掲げて生
乳の加工・販売を行っている酪農協も多数あり，中
には国際市場に進出している巨大メーカーもありま
す。欧州の乳業メーカーの売上高ランキング上位20
社のうち，酪農協系の乳業メーカーは10社あり，そ
れらの売上高の合計は全20社の総売上高の４割弱に
のぼります。欧州の乳業部門において，酪農協系乳
業メーカーは企業数でも売上高でも大きな部分を占
めています。
　ただし，酪農協の歴史や現状は国により大きく異
なり，欧州を一括りでは語れないことも事実です。
第１図には，酪農協の国別集乳量割合（EU各国の
生乳生産量のう
ち酪農協に出荷
さ れ た 数 量 割
合）を示してい
ま す が，100％
に近い国から，
20％に満たない
国もあります。
酪農生産の長い
歴史をもつ欧州
では，国や地域
によっては寡占
化した乳業メー
カーが個別分散

� 国際領域　主任研究官　木下 順子

化した生産者を囲い込み，旧来からの取引慣行が維
持されているケースも珍しくありません。
　酪農協系と民間の乳業メーカーとの最も重要な
違いの１つは，生産者との生乳出荷契約のあり方で
す。酪農協系乳業メーカーの場合，組合員から出荷
された全生乳を受託販売し，すべての組合員に平等
なプール単価で乳代を支払うことが義務とされてい
ます。一方，乳業メーカーの場合には，事前に定め
られた数量や期間での出荷契約となるのが一般的で
す。そうした場合，取引交渉力が圧倒的に弱い生産
者の側に，不当に重い経済的リスクが及びやすくな
ります。たとえば，生産者への乳代は製品販売段階
での利益に相応する金額として乳業側が事後的に決
めていたり，生乳引渡し後も長期にわたって生産者
に乳代が知らされないこともあると欧州委員会は報
告しています。

３．主要国の酪農協の概況
（１）フランス　－　「酪農パッケージ」を主導
　フランスは，欧州第２位の生乳生産国ですが，酪
農協の集乳量割合は55％と，EUの平均値を下回っ
ています。他の主産国と比較して，フランスでは中
小規模の酪農協が多く，他方で，ラクタリスやダノ
ンなど複数の大規模な民間（Investor-owned）乳業
メーカーが生産者と直接取引しています。
　こうした中，EUはフランスの主導で，酪農協の組
織力強化をめざす新施策「酪農パッケージ」⑴を策定
しました。本施策の取り組み方の多くの部分が各国
の裁量に委ねられていますが，フランスは特に酪農
協の組織規模拡大を促す施策に力を入れています。

欧州の酪農協と乳業の概況欧州の酪農協と乳業の概況

第１表　世界の乳業メーカーの売上高ランキング（2010～14年度）
年度・順位

メーカー名 本社がある国
2014年度
売上高

（10億USD）2014 ’12 ’10
１ １ １ Nestlé （ネスレ） スイス 27.8
２ ３ ４ Lactalis （ラクタリス） フランス 19.5
３ ２ ２ Danone （ダノン） フランス 19.5
４ ４ ３ Fonterra （フォンテラ） ニュージーランド 18.5
５ ６ ７ Dairy Farmers of America （デイリーファーマーズオブアメリカ） 米国 17.9
６ ５ ５ Friesland Campina （フリースランド カンピーナ） オランダ 14.8
７ ７ ８ Arla Foods （アーラフーズ） デンマーク・スウェーデン 13.6
８ ９ 11 Saputo （サプト） カナダ 9.8
９ ８ ６ Dean Foods （ディーンフーズ） 米国 9.0
10 12 19 Yili （伊利） 中国 8.6

資料：Rabobank, Global Dairy Top 20（各年版）．
注．乳製品以外の部門をもつメーカーの売上高には乳製品に係る金額のみ含まれている．
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（２）�デンマーク等　－　
多国籍型酪農協の
躍進

　中小規模の酪農協が多
いフランスとは異なり，
デンマークでは，旧MD
フーズが発足した1970年
以来，１つの酪農協によ
るほぼ完全な独占構造が
確立されています。さら
に，旧MDフーズは2000
年にスウェーデン最大の
酪農協と合併し，２国を
ほぼ独占する現在のアー
ラ・フーズとなり，2011
年にはドイツの酪農協系
乳業メーカーと合併し
て，現在では３国に組合
員生産者をもつ多国籍型
酪農協です。
　このように，欧州では複数国に生産者組合員をも
つことによって組織規模を拡大してきた酪農協が多
数あります。その代表的な存在がフリースランド・
カンピーナです。同社はオランダ，ドイツ，ベル
ギーの３国に生産者組合員をもつカンピーナと，オ
ランダの大手酪農協ロイヤル・フリースランド・フー
ズとが2008年に合併して誕生した，酪農協としては
世界最大の乳業メーカーです⑵。
　このような多国籍型酪農協による組合員のネット
ワークがある国は，現在，EU加盟国28カ国中の約
半数にのぼります。
（３）イギリス　－　市場至上主義を指向
　イギリスにおける酪農協の歴史は，欧州で最も異
質かつドラマチックです。1933年から約60年間にわ
たって，イギリスの生乳取引は政府の手厚い保護下
でMMB（ミルク・マーケティング・ボード）に完
全独占され，乳製品加工やマーケティングなどの酪
農関連事業もMMBによって直接運営されていまし
た。しかし，サッチャー政権以降の市場至上主義
への政策転換により，MMB体制は1994年に廃止さ
れ，後継組織として，生産者の任意参加による酪農
協「ミルク・マーク」が結成されました。しかし，
ミルク・マークも，旧MMBの組合員のほとんど
を引継いだ大規模組織ゆえの独占力が問題視され，
2000年には政府の勧告に従って３つの酪農協に分割
されて消滅しています。イギリスは，生産者組織の
市場支配力をむしろ抑制しつつ，酪農産業の強さを
取り戻そうとしているのです⑶。

４．不均衡な取引交渉力の是正に向けて
　乳業メーカーが寡占化へとまい進する中，2008年
前後に勃発した世界食料危機，並びに欧州酪農危機

は，その極端な寡占化の弊害を顕在化させました。
長引く未曾有の低乳価により多くの生産者が赤字や
廃業に陥るかたわら，川下ではむしろマージン拡大
の好機を得た大企業もあったと欧州委員会は指摘し
ています。本来，市況悪化の負担はサプライチェー
ンの各段階が適正な割合で引き受け，各々の影響を
緩和しつつ回復に向けた調整が図られるはずが，実
際には生産者に不当に重い負担が及んだのです。
　こうした取引交渉力の不均衡から生じる問題へ
の対策として，EUは2012年より「酪農パッケージ」
を実施に移しています。本施策は，生産者の組織力
強化を促す取り組みにより，寡占化した乳業が圧倒
的に有利に立っている現状の生乳取引構造を中長期
的に是正していくことを目指しています。共通農業
政策（CAP）の予算が厳しさを増す中で，域内の
生乳供給基盤を将来も安定的に確保していくために
は，生産者が組織化して取引上の諸問題を自ら解決
したり，需要変動や価格などの市場シグナルに自主
的に対応できる力をもつことが必要だとEUは考え
ているわけです。

注⑴「酪農パッケージ」について詳しくは，木下順子（2013）「EU
の生乳取引市場改革―酪農家の取引交渉力強化をめざす「酪
農パッケージ」の概要」，農林水産政策研究所『平成24年度
カントリーレポート』を参照。

　⑵フォンテラは，協同組合と株式会社との両方の特質をもつ
ため，ここでは民間の位置づけとしたが，酪農協から発足
した乳業メーカーとしては世界最大である。

　⑶イギリスの生乳取引の歴史について詳しくは，木下順子
（2012）「英国における生乳取引制度の変遷と生産者組織の
役割―旧MMB及びその後継組織の活動」農林水産政策研究
所『平成23年度カントリーレポート』を参照。

第１図　酪農協の集乳量割合（EU加盟国注，2010年）
資料：�Hanisch, M., J. Rommel, M. Müller（2013）“The Cooperative Yardstick 

Revisited: Panel Evidence from the European Dairy Sectors”, Journal of 
Agricultural ＆ Food Industrial Organization, 11（１），pp.151–162.

注．クロアチアを除く27カ国．
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１．はじめに
　農林水産業は，自然の恩恵を受けながら生産活動
を行うと同時に，生産活動を通して多様な生物の生
息場所を提供することで，生物多様性と密接な関わ
りをもっています。しかし，過疎・高齢化など農林
水産業をめぐる経営環境が厳しくなっていることか
ら，農林漁業者が生物多様性の保全を維持すること
が困難になりつつあります。
　本研究の目的は，農山漁村地域における生物多様
性保全活動によって得られる自然資本としての価値
を評価する手法を開発するとともに，農山漁村地域
が企業やNPO等と連携して生物多様性保全活動に
取り組むことの経済効果を分析することで，農山漁
村地域における生物多様性保全活動を促進するため
の政策のあり方を示すことにあります。

　
　

２．農山村地域と企業やNPO等の連携に
関する事例調査

　国内の３つの事例調査を通じ，農山村資源管理に
おける連携の実態や課題の把握を行いました。長野

農山漁村 企業・NPO

生態系サービス

資金・人的支援

価値評価

経済効果

第１図　本研究の目的

県の「人と生き物パートナーシップ推進事業」によ
る「生物多様性保全パートナーシップ協定」およ
び「生物多様性基本協定」では，県担当者の立ち会
いのもと，企業と市民団体との間で協定の期間や資
金提供を含めた連携の具体的内容が話し合われてい
ます。また，県の方でモデル協議書が用意されてお
り，企業，市民団体の双方にとって，トラブルが少
なくなる工夫がなされています。一方で，活動団体
の事務局能力，受入能力の向上，ハブ団体の事務局
機能の向上，マッチングにおける県庁内でのマンパ
ワー不足，企業の掘り起こし，活動に対する社会的
評価の分かりづらさなどが課題となっています。
　静岡県の「一社一村しずおか運動」による農山村
集落と企業・団体の活動協定では，集落と企業・団
体のマッチングは農地保全課と出先事務所の農地担
当者が担っています。本庁は県への問い合わせに対
する対応，運動のPRなど全体の統括が主でありま
した。集落側の要望をスクリーニングするというこ
とは行われていませんが，企業・団体は本社や事業所・
営業所近くの集落との連携を希望するため，集落側が
企業や団体との連携を希望すれば必ず相手が見つかる
というわけでもありません。企業の立地数が少ない農
村でどのようにマッチングを進めるかが課題です。
　石川県珠洲市のNPO法人能登半島おらっちゃの
里山里海と大野製炭工場の連携による「おらっちゃ
の森づくり運動」では，NPOなどが様々な場面で
連携し，森づくりを行い，ボランティアの受入を
行っています。当初よりも参加者は多くなりました
が，同時に受入体制や準備が大変になり，規模を縮
小せざるを得ない状況です。

３．県による企業と集落・保全団体のマッ
チング

　今回の研究では，「公表・普及活動」をどの自治

農林水産政策科学研究委託事業

農山村地域における生物多様性保全活動の価値評価および
企業やNPO等との連携による経済効果の分析手法開発に
関する研究 京都大学大学院　農学研究科　栗山　浩一

（株）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング　西田　貴明
東京大学大学院　農学研究科　橋本　　禅

　農林水産政策研究所では，新たな知見や長期的な視野に立った政策研究を推進するため，大学，シン
クタンク等の研究機関の幅広い知見を活用する提案公募型の研究委託事業を行っています。
　今回，「農山村地域における生物多様性保全活動の価値評価および企業やNPO等との連携による経済
効果の分析手法開発に関する研究」の概要を紹介します。
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体においても共通して行政が積極的に行っていまし
た。これは，HPなどで発表することでもできるた
め，取り組みやすい活動であることが考えられま
す。「連携機会の構築」はどの自治体でも行なわれ
ていることが共通して挙げられ，また，「認証・評
価」は徳島県以外の自治体では行われています。こ
れらの３つの手段が自治体にとって取り組みやすい
連携手段であり，また連携推進において重要な要素
であることが推察されます。これら３つの手段を実
施されることによる企業，NPO，生産者の活動の
利点としては，行政による認定や評価，また連携に
行政が加わることで，企業やNPOの活動に対して，
そして生産者では活動と生産物に対して信頼性が担
保され，活動や生産物のPRや活動の意欲向上につ
ながります。
　また，行政による連携機会の構築は，企業，
NPO，生産者との関係構築が円滑となり，連携の
調整が行われることで連携主体の連携のための活動
の負担軽減につながっています。このような企業，
NPO，生産者等にとって行政による支援は有効に
働きますが，一方で行政の負担は大きいという現状
があります。
　行政による連携推進の流れのケースとしてはま
ず，連携において行政が企業・NPO・生産者等
が互いに知る機会を提供すること，そして企業や
NPO，生産者が接点を持ち，互いのニーズの調整
を行政が行います。そして，連携を行う団体の活動
に対して認証・評価，そして活動内容の公表・普及
を行います。
　本調査から，自治体が抱える問題として資源動員
が大きな問題としてあることが明らかとなりまし
た。企業の生物多様性保全活動は社会貢献として
行っているところが大半であり，企業による活動支
援のための寄付も一般的に少額であることが多い傾
向にありました。加えて行政の生物多様性に関する
予算には限りがあります。このような資金の制約に
より，長野県に見られるように，資金の補助体制を
作ることが困難となっています。また，企業による
寄付は一般的に保全活動の維持等を目的として行わ
れることが多く，NPOなどの人件費や人材育成ま
で回ることは多くありません。このような資金と人
材の制約が保全活動のための連携や保護活動自体の
拡大の制限要因となっていることが考えられます。
そのため，規模を拡大していくためには，企業の事
業の中に生物多様性保全の仕組みを取り入れていく
ことが必要です。つまり，企業のCSVという形で
事業の中での生物多様性の主流化を促していくこと
が重要です。　
　そして生物多様性保全活動の拡大には人材の育成

や確保も重要です。長野県や徳島県で指摘されてい
るように，連携のカギとなる人材は，信頼性があり
生物多様性保全に情熱を持っている人，連携の調整
能力を持っている人などです。現在，連携推進の軸
を担っているのは行政の担当者（環境に関係する
課）や研究者です。このような人材を育成していく
と同時に，資金調達や企業との連携が行える人材，
つまり企業と関わりのある人や行政の関連部署との
連携を進めていくことが必要です。

４．生物多様性保全活動の経済評価
　滋賀県の琵琶湖周辺の農山村地域における生物多
様性保全活動の経済価値を評価しました。仮想評価
法（CVM）を用いた水源環境税形式による環境保
全型農業普及対策への支払意志額中央値は，滋賀県
で2,275円／世帯，京都府で2,246円／世帯，大阪府
で2,241円／世帯でした。３府県において統計的に
有意な値であり，琵琶湖の水質対策としての環境保
全型農業は，滋賀県だけでなく琵琶湖流域の京都府
や大阪府においても価値があるといえます。ただ
し，滋賀県の一般市民は琵琶湖が身近であるがゆえ
に琵琶湖への環境意識はそれほど高くなく，琵琶湖
の水質対策を「環境保全」という大きな括りで考え
ていないと予想されます。
　またコンジョイント分析を用いて購買行動を通し
た消費者負担形式による環境保全型の米への限界支
払意志額は，203円でした。ただし，これは農薬削
減が重要だと考えている人の限界支払意志額である
ことに注意が必要です。環境配慮型の米を販売する
ことによって環境保全型農業を促進しようとする場
合，環境配慮型の米とその他の商品の品質が同じで
あると仮定すれば，高いブランド力を持つ米と同程
度の価格でも十分に市場競争力を持つということが
言えます。そして環境配慮型の米の価格を2,250円
とした場合の環境価値は２億6,300万円となりまし
た。ただし，この結果は重要な属性である味を分析
に組み込んでいないため，あくまで品質が同じと仮
定した場合の結果であり，過大評価されている可能
性があることに留意が必要です。
　以上のことから，購買行動を通した消費者負担形
式による費用負担についてまとめると，環境配慮型
の米は他の米と比較して一定の市場競争力を持ち，
費用負担方法としては効果のあるものだと言えま
す。ただしこの結果にはいくつかの制約があり，１
つは農業において農薬削減が重要だと考えている人
の結果であること，２つ目は結果が過大評価されて
いる可能性があることです。購買行動を通した費用
負担に関しては，より詳細な分析が必要です。
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　平成28年１月29日宮城県仙台市において，東北大
学大学院農学研究科と農林水産政策研究所の共催に
よる「津波被災地の農業復興にみる法人経営の役
割」をテーマにしたシンポジウムが開催され，東日
本大震災から５年が経とうとしている宮城県の津波
被災地で活動する土地利用型法人経営の課題や地域
の課題，更なる農業復興について活発な議論が行わ
れました。その概要についてご紹介します。

１．農業の復旧･復興に向けた国の取組，
被災地域における土地利用型法人の現状
と課題についての報告

　報告では，まず，東北農政局の西岡篤彦次長から
農業・農村の復旧・復興に向けた東北農政局の取組
について，続いて農業・食品産業技術総合研究機構
東北農業研究センターの宮路広武上席研究員，東北
大学大学院農学研究科の西田陽平氏，農林水産政策
研究所の石原清史企画広報室長から被災地における
土地利用型大規模法人の現状と課題についてそれぞ
れ報告がありました。報告と討論の概要は以下のと
おりです。
○　東北農政局の取組
　「農業・農村の復興マスタープラン」に基づき着
実に農業・農村の復旧・復興を進めています。担い
手確保のための「人・農地プラン」の作成は，岩手

県，宮城県，福島県でプ
ラン作成予定市町村のう
ち約９割（平成27年６月
現在）の市町村がプラン
を作成しました。また，
農地の復興・整備につい
ては，３県で津波被災農
地の約７割が，平成27年
度春までに営農再開が可
能な状態に復旧し，地域

シ ン ポ ウジ ム 概 要 紹 介

東北大学・農林水産政策研究所共催シンポジウム
津波被災地の農業復興にみる法人経営の役割

日時：平成28年1月29日（金）13時30分～17時
場所：宮城県仙台市ガーデンシティPREMIUM仙台東口ホール

政策研究調査官　石橋　紀也

の中心となる経営体への農地の利用集積の加速化と
被災農地の大区画化整備を進めています。
○　宮城県仙台市，名取市・岩沼市の事例報告
　調査を行った名取市の
法人は，震災で農地の約
９割が被害を受けました
が，復興事業等も活用
し，震災後早期に営農活
動を再開しています。震
災以降，水稲を中心に作
付面積が大きく増加した
ため，麦・大豆を含めた
適期栽培・収穫，適期の
雑草防除，作業の効率性
向上等の課題についての
検討も始めています。ま
た，乾田直播栽培等新技
術の導入も模索してお
り，今後はこれら新技術
の定着に向けた支援も求
められています（以上宮
路報告）。
　仙台市，岩沼市で調査
を行った法人は，震災後に法人化し，名取市の法人
と同様，多くの人が離農する中で営農を維持し，経
営規模を拡大してきました。今後，法人経営の担い
手となる経営担当の経営者と生産担当の農業従事者
双方の育成をどのようにして行っていくかが課題で
あり，そのための支援も必要です（以上西田報告）。
○　宮城県東松島市の事例報告
　東松島市で調査を行った法人は，震災前に法人化
したものと震災後に法人化したものがあるが，いず
れの法人も震災後は大規模化して営農活動を進めて
います。これらの大規模法人では，複合部門を導入
するとともに，新たに職員を雇用するなど地域の就

東北農政局　次長
西岡篤彦

東北農業研究センター
宮路広武氏

東北大学大学院
西田陽平氏
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業機会の創出に貢献して
います。一方で，リース
方式によって整備された
機械・施設更新のための
資金確保，これまでに経
験していない雇用労働へ
の対応をはじめとする会
社のマネージメント体制
の確立が課題と言えま
す。また，地域住民が減

少する中で，コミュニティの再生に向けて，地域の多
様な組織・機関と連携しながら，コミュニティ活動の
維持，地域社会の構築について期待されています。

２．被災地の生産法人からの現状報告

　シンポジウムには仙台市，名取市，岩沼市，東松
島市の大規模土地利用型法人の関係者が参加されて
おり，現在の経営状況や今後の課題等についての報
告がありました。
　最初に，（有）耕谷アグリサービス（名取市）の
佐藤克行常務からは，圃場整備が終わっていない地
域もあり，どの程度土地を集約できるか不明な点も
あるが，今年の水稲作付けは100haに規模拡大し，
大区画化にともない直播面積も少しずつ増やしてい
きたいこと，作業管理については，２ヶ月に１回程
度の割合で日報等パソコンで処理した書類を皆で持
ち寄り対応していること等の報告がありました。
　（農）林ライス（岩沼市）の田村善洋代表からは，
今年の作付けは70haで，キャベツの加工用栽培も
始めたとの説明がありました。また，これまで夏場
の草刈りが大変であったが，2.5m巾の畦畔が整備
されることにより，機械化で対応できるようになる
こと，コミュニティ活動として，収穫祭も行ってい
るが，ライスセンターに桜の苗木を植えたこともあ
り，将来的には地権者と花見を行いたいとの報告が
ありました。
　（有）アグリードなるせ（東松島市）の佐々木和
彦常務からは，現在の規模は120～130haで，米，
麦，大豆を作付けしており，周年でキャベツ，じゃ
がいも，白菜の栽培にも取り組んでいるとの説明が
ありました。また，人手が足りない場合には，県内
の大学等にお願いし，研修生を受け入れて対応して
いること，６次産業化でバームクーヘンの製造・販
売も始め，販路の拡大にも取り組んでいるとの報告
がありました。

　（株）ぱるファーム大曲（東松島市）の小岩敏幸
常務からは，今年は水稲85ha，大豆30ha栽培し，
乾田の直播15haも始めるとの説明がありました。
また，昨年からミニトマトの栽培も始めたが，トマ
トの専門家が見つからず，研修体制も十分ではな
かったことから，収量が上がらず栽培が軌道に乗ら
なかったとの報告がありました。
　（株）パスカファーム立沼（東松島市）の佐藤正
社長からは，消費者が喜ぶ農産物を生産し収益をあ
げることが後継者の育成に役立つこと，色々なもの
に手を広げずに収量を上げる生産手法に取り組んで
いるとの報告がありました。
　最後に，（農）せんだいあらはま（仙台市）の河
野松男理事からは，法人が設立してからようやく１
年が経過し，面積は倍増したが，大型機械をリース
したこともあり，収量はよかったとの説明がありま
した。また，収穫祭を開くなどコミュニティ活動も
行っていること，出資者は40代，50代が中心で，後
継者としても期待されているとの報告がありました。

３．全体討論

　最後に，農林水産政策
研究所の小野智昭上席主
任研究官がコーディネー
ターを務め，農地の集積
やリース事業の機械・施
設の更新問題，今後の担
い手のあり方等について
意見交換が行われまし
た。農地の集積について
は，沿岸部では集積が進
んでいるものの，内陸部では沿岸部ほど集積が進ん
でいない現状であるが，今後，沿岸部，内陸部で集
積が進んだとしても，その土地を誰が管理するの
か，今後の後継者問題について危惧しているとの意
見がありました。リース事業の機械・施設の更新問
題については，今後，この問題が法人の経営の負担
になっていくのではとの不安の声に対し，法人同士
が横の繋がりを築き，悩みや課題を共有したり，機
械等も地域全体で共同利用する等，連携することの
大切さについての発言がありました。また，最近，
若い後継者が辞めていく現状については，コミュニ
ケーションの大切さ，特に仕事のあとのノミュニ
ケーションのような場を設けることも一案との意見
もありました。

農林水産政策研究所
石原清史

農林水産政策研究所
小野智昭
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シ ン ポ ジ 概 要 紹 介

超高齢社会における食料品アクセス問題の現状と将来

日時：平成28年３月４日（金）13時30分～17時30分
場所：国連大学ウ・タント国際会議場

食料・環境領域　主任研究官　高橋　克也

　わが国の食料分野での重要な政策課題は食料を安
定的に供給することにあります。これまでわが国は
食料自給率が低いなかで，輸入食料も含めた全体的
な食料供給は十分に食料需要を満たしていました。
その一方で，食料品店への距離が遠い地域や自動車
を利用できない高齢者など，特定の地域や特定の集
団では日々の食料品の買い物に苦労をするという

「食料品アクセス問題」が深刻化しつつあります。
　現在，わが国の高齢化率は2015年で26.0％と世界
最高水準となっていますが，今後一層の高齢化が進
むなかでどのような食料供給システムを構築してい
くのかが重要になっていきます。そこで本シンポジ
ウムは，わが国における食料品アクセス問題の現状
を多角的視点から明らかにするとともに，日米にお
ける食料品アクセス問題と食品摂取，住民の健康問
題，さらにはその解決方法についてとりあげまし
た。

（多面的な介入研究から）

　ジョエル・ギテルソン氏（米国・ジョンズ・ホプ
キンス大学ブルームバーグ公衆衛生大学院教授）か
らは，基調報告として米国のフードデザートの現状
と対策について実態的な取り組みが報告されまし
た。米国においては，都市の中心部など生鮮食料品
の入手が困難なフードデザート地域が存在してお
り，これら地域ではジャンクフードなど偏った食生
活による肥満や慢性疾患の割合が有意に高いことを
指摘しています。この様な地域は低所得の住民が居
住している場合が多く，なかでも子供の肥満は深刻
で早急な対策が求められていました。
　ギテルソン氏は米国ボルチモア市において，子供
や保護者といった家庭だけではなく小売店や卸売業
者，さらには自治体などの行政レベルや若者といっ
たリーダー等の多様な主体を巻き込んだ多面的かつ
重層的な介入研究から，健康的な食品を如何に入手

しやすくするか，さらに心理的な要因から食行動を
改善し肥満を減少させる有効な対策の取り組みが紹
介されました（第１図）。

（買い物の不便さは食品摂取を制約）

　高橋克也（農林水産政策研究所）の報告では，わ
が国で食料品アクセス問題がますます深刻化して
いくとの見込みが示され，2025年には高齢者人口
の１/５に達する恐れがあることを指摘しています

（第２図）。さらに，食料品アクセス問題が食品摂取
を通じて住民の健康問題に発展する場合があり，店
舗までの交通手段を持たない高齢者についてその傾
向が顕著であるとしています。

（健康には地域の結びつきが重要）

　尾島俊之氏（浜松医科大学）は急遽音声のみでの
報告となりましたが，わが国において個人のみでは
解決できない社会的な健康格差が拡大しつつあるこ
とと，その対策について報告がされました。ここで

第１図　食行動改善のマルチエージェントモデル

ウ ム
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健康とは，単に遺伝的要因や本人の自覚だけでは十
分な健康増進をはかれないことを指摘しています。
このような健康の社会的決定要因として，教育や職
業，あるいは収入や社会関係資本などの集団内での
結びつきがあげられますが，地域内でこれら要因の
格差が大きい場合には地域全体の健康指標が悪化す
るだけでなく，協調的な活動や幸福度も低い水準に
あるという結果が報告されました。地域の健康格差
縮小のためには，幼少時からの教育とともにコミュ
ニティづくりなど地道な活動が重要になります。
　山口美輪氏（東京大学大学院医学系研究科）では，
日常的な食生活が住民の健康維持や病気予防の大き
な要因になっていることを指摘しており，徳島県の
事例から子供の野菜摂取にとって子供自身の食育だ
けではなく，保護者や学校，行政などなど地域全体
での連携した取り組みが重要になることが報告され
ました。

（移動スーパーというインフラ）

　とくし丸社長である住友達也氏は，食料品アクセ
ス問題の一端である買い物難民を救う大きな契機と
しての軽トラックの移動スーパー事業「とくし丸」
について紹介しています。とくし丸のビジネスモ
デルは，買い物難民（住民），地域スーパー，販売
パートナー（オーナー）の３者にメリットがあると
ともに，補助金に頼らないユニークな仕組みとなっ
ている点です。また，その事業目的が明確で買い物
支援だけではなく，地域スーパーとしての役割とと
もに社会貢献型の仕事創出を打ち出しています（第
３図）。その一方で，地域に残っている個人商店の
半径300m以内には立ち入らないとしており，お互
いの商圏を尊重しながら徒歩圏マーケットでの共存

を目指しています。
　とくし丸にはおよそ食料品400品目が積み込まれ
ていますが，これらは誰が何を欲しいかを熟知して
いるためいわば究極のセレクトショップと化してい
ます。同時に，地域の包括支援センターや民生委員
などとの連携から見守り協定を締結するなど，小売
業にとどまらず地域になくてはならないインフラの
役割を担っているとのことです。

（アクティブシニアが活躍する超高齢社会）

　最後に，座長として薬師寺哲郎（農林水産政策研
究所）から，超高齢社会におけるフードシステムの
重要な課題として，高齢者の大部分を占めるアク
ティブシニアが介護に頼ることなく健康を維持しな
がら快適な生活を送れることが重要であることが指
摘されています。このためには豊かな食生活の存在
が不可欠であり，将来的には高齢者自身が能力を発
揮して課題解決を図ることのできる健全な食マー
ケットを作り上げていく必要性があるとしていま
す。

左から薬師寺哲郎，住友達也氏，ジョエル・ギテル
ソン教授，高橋克也，山口美輪氏

第３図　とくし丸事業目的
第２図　食料品スーパー等まで500m以上，自動車

を持たない高齢者（DID・非DID別）
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都市的地域
の増加大！

3つの事業目的
①命を守る
（買い物難民の支援） 買い物

支援

社会貢献型の
仕事創出

地域スーパーの
役割を果たす

②食を守る
（地域スーパーとしての
役割を果たす）

③職を創る
（社会貢献型の仕事創出）
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セ ミ ナ ー 概 要 紹 介

農村におけるつながりの価値・機能について

講師：福島慎太郎氏（農林水産政策研究所客員研究員，青山学院大学総合文化政策学部助教）
日時：平成28年２月10日（水）14時～16時
場所：農林水産政策研究所セミナー室

政策研究調整官　平形　和世

　農林水産政策研究所は，平成25年度より，農業・
農村の機能・価値を明らかにし，その維持・増進の
あり方を検討することを目的として，プロジェクト
研究「農業・農村の新たな価値・機能に関する研究」
を実施しました。今日，地域のつながりの希薄化が
指摘されますが，社会心理学的アプローチによる農
村の社会的価値や機能についての解明はほとんど行
われていません。
　このため，本研究において，客員研究員である青
山学院大学福島慎太郎助教，京都大学こころの未来
研究センター内田由紀子准教授，滋賀大学竹村幸祐
准教授が，農業社会，漁業社会におけるつながりに
関して調査研究を実施しました。今般，福島助教に
その内容について講演していただきましたので，ご
紹介します。

１．はじめに
　社会において，人と人とはつながっており，う
まく活用すれば「力」になります。「力」としての
つながりを社会関係資本と呼びますが，特に，人
と人との信頼関係，互酬性の規範，ネットワーク
が地域社会で果たす役割に関心が集まっています

（Putnam, 1993）。比較文化研究から，西洋文化で
は，人々は相互に独立して存在するという独立的な
人間観が共有されているのに対して，東洋文化で
は，人々は相互に切り離されず密接につながってい
るという協調的な人間観が共有されていることが分
かっています（Markus and Kitayama, 1991）。そ
して，トルコのコミュニティを対象とした調査か
ら，農業コミュニティ・漁業コミュニティでは，牧
畜業コミュニティに比べて，つながり（関係性）に
基づいた心理・行動傾向がより強いことが実証的に
示されています（Uskul et al., 2008）。
　我が国の農村・漁村においても，住民同士の緊密
なつながりが形成されてきました。今回のセミナー
では，（１）農業者・漁業者のつながりにはどのよ
うな特徴があるのか，（２）そのつながりはどのよ
うな効果を持つのか，そして（３）つながりの形成
に対してコーディネーターはどのような機能を果た
すのか，という問いを検討するために，農業者・漁

業者グループのリーダー・普及指導員を対象にして
行った調査研究の結果を紹介しました。また，（４）
非農業者を含む農村コミュニティ全体の風土として
のつながりの特徴について検討を行い，（５）現代
の農業社会に浮かび上がる課題を提示しました。

２．調査研究の概要
（１）農業者・漁業者のつながりの特徴
　農業者・漁業者グループを対象に，６種類のつな
がりの特徴を調べたところ，農業者グループには

「信頼関係」「愛着関係」「互酬性の規範」といった
特徴が，漁業者グループには「決まりごとの数」「上
下関係」「決まり事を順守する規範」といった特徴
が浮かび上がりました。漁業者グループにおいて特
徴的であったつながりは，いずれもメンバーの秩序
を統制する社会規則や制度・規範に基づいており，

「タテのつながり」としてまとめられます。一方，
農業者グループに特徴的であったつながりは，いず
れもメンバーの対等で心理的な結びつきに基づいて
おり，「ヨコのつながり」としてまとめられます。

（２）つながりの効果
　（１）で確認された「タテのつながり」「ヨコのつ
ながり」は，それぞれのメンバーである農業者・漁
業者の幸福感や資源管理への参加とどのように関連
しているのかを検討しました。分析の結果，幸福感
や資源管理への参加と有意な正の相関を有していた
のは「ヨコのつながり」であり，この相関は，農業
者グループ・漁業者グループを問わず，共通して見
られました。

農業者・漁業者のつながりの特徴

決まりごとの数
上下関係

決まり事を順守する規範

漁業者グループ

タテのつながり

信頼関係
愛着関係

互酬性の規範

農業者グループ

ヨコのつながり
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（３）つながりに資するコーディネーターの機能
　（２）で，「ヨコのつながり」がメンバーの幸福感
や資源管理への参加と正に相関していることが分か
りましたが，このような「ヨコのつながり」は自然
と形成されるものだけではなく，人と人をつなぐ
コーディネーターがいることで形成が促進されると
考え，普及指導員の役割に着目しました。
　普及指導員は，農業・漁業に関する高度な技術や
技術に関する知識の普及指導を行う機能（スペシャ
リスト機能）を果たすともに，多様な関係者や組織
との連携の下，課題に対応するための方策の策定・
実施等を支援する機能（コーディネート機能）を果
たしています（内田・竹村，2012）。そこで，タテ・
ヨコのつながりと普及員のコーディネート機能との
関係を検証しました。普及指導員との交流が高頻度

（月１回程度以上）と低頻度（年に数回程度以下）に
分けて分析したところ，「タテのつながり」は普及指
導員との交流と関連しませんでしたが，「ヨコのつ
ながり」は農業でも漁業でも，普及指導員との交流
頻度が高い方が強いという関連が見られました。
（４）農村風土としてのつながり
　農村は農業者だけから成り立っているわけではな
く，非農業者も含めた地域全体が「農村」として捉
えられます。そこで，農村コミュニティにおいてど
のようなつながりがどのように形成されているかを
検証しました。ここでは，コミュニティ内部の結合
的つながり（コミュニティ信頼）と，コミュニティ
を越えた橋渡し的つながり（一般的信頼）の違い

（Strugis and Smith, 2010）に注目しました。

　つながりの強さは個人によって様々です。一方，
地域単位でのつながりの強さを調べると，コミュニ
ティ信頼は地域としての固有性を持つ（コミュニ
ティ信頼が高い地域とそうでない地域がある）一方
で，一般的信頼は地域単位の固有性は持ちませんで
した。続いて，地域の風土としてのコミュニティ信
頼は，どのような地域（集落）で形成されているの
かを調べました。地域の特徴は，農家戸数比率，農
業地域類型，寄合への参加世帯層で捉え，これらと
コミュニティ信頼との関連を分析しました。その結
果，農家戸数比率が高い地域ほどコミュニティ信頼
が高くなる傾向（50％超で高止まり），都市的地域，

平地農業地域，中間農業地域，山間農業地域の順で
コミュニティ信頼が高くなる傾向，農家のみでな
く，農家以外の世帯も参加する寄合が多い地域ほど
コミュニティ信頼が高くなる傾向が見られました。

（５）農村コミュニティの課題
　（４）から，農村コミュニティ内部における信頼関
係は農村風土として形成されている一方で，コミュニ
ティを越えた他者一般との信頼関係は必ずしも農村風
土としては形成されていないことが分かりました。
　次に，農業社会における手助けは，コミュニティ
内部の手助け（ウチの手助け）に閉じられずに，地
域コミュニティを越えた見知らぬ他者に対する手助
け（ソトの手助け）に開かれているかどうかを検討
しました。
　分析の結果，農村における農業者の方が農村にお
ける非農業者よりも，そして農村における非農業者
の方が非農村における非農業者よりも，コミュニ
ティ内部の住民を優先的に手助けしやすいことが示
されました。

　情報化に伴う地域のボーダレス化が進む中で，我
が国の農村は，特徴である農村的なコミュニティを
維持しながら，公共的なつながりも築いていくこと
が課題であると思われます。こうした社会的課題に
焦点を当て，日本社会のさらなる発展に寄与する施
策へと結びつけていくことが重要と考えています。

注：調査の概要，講演資料につきましては，こちらをご覧下さい。
	 http://www.maff.go.jp/primaff/meeting/kaisai/2015/

pdf/20160210_01.pdf

農村・農業者
（N=1526）

農村・非農業者
（N=1185）

非農村・非農業者
（N=3379）

**

*
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農村・農業者の方がウチ（コミュニティ内）の
住民を優先的に手助けしやすい

ウチとソトでの手助け

コミュニティ信頼

結合的なつながり・橋渡し的なつながり

集団内部の具体的な
相手との関係

（e.g.Uslaner,2002）

結合的なつながり

一般的信頼

特定の集団を超えた
市民一般との関係

（e.g.Yamagishi & Yamagishi,1994）

橋渡し的なつながり

類型項目   類型区分 集落数

農家戸数
比率（％）

農業地域
類型

寄合への
参加世帯層

（全戸－農家のみ）

大

大

大

地域単位のつながり

コミュニティ信頼一般的信頼
肯定的な回答（%）

 農業地域・中山間地域,住民全体が寄り合い
に参加する地域でコミュニティ信頼が高い

～22 46 39.4 42.3***
23～49 103 39.1 51.3
50～66 130 40.4 60.2
67 ～ 161 38.0 59.9
都市的 84 40.5 43.7***
平地農業 24 40.8 54.0
中間農業 143 39.0 55.0
山間農業 189 37.9 60.3
～0
1～2 110 39.0 49.6
3～4 134 37.6 57.0
5～ 106 40.4 61.3

90 40.2 49.1***
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　近年，野生鳥獣，とりわけ，イノシシ，シカ，サ
ル等の獣（動物）による被害の発生が，中山間地域
を中心に深刻な問題となっています。数値として報
告されているだけでも，全国で毎年約200億円の農
業被害が発生しており，農山村地域の過疎化や高齢
化等が進展する中で，被害地域は拡大する傾向にあ
ります。
　この野生動物による影響は，農林業へ大きな被害
をもたらしているだけでなく，居住区域に野生動物
が侵入することによる人身被害や野生動物が運ぶマ
ダニ等による健康被害などにも現れてきています。
言葉を換えれば，単に農林業者だけの問題ではな
く，地域住民全体の問題として捉える必要が出てき
ているということです。
　野生鳥獣による被害に対しては，国と各自治体や
関係機関との連携の下，被害防止のための特別措置
法の制定をはじめ，様々な対策がとられています。
　こうした対策の効果もあってか，最近の農業被害
金額は若干減少しているようにも見えます。一方
で，地域によっては，捕獲や頑丈な柵を設置さえす
れば被害が防止できるといった誤認や対策の実施は
行政頼みといったところも散見されます。
　本書は，野生動物の問題を解決するためには，被
害を受けている人たちが，自ら考え，動くことが必
要であることを説いています。著者は，獣害対策の
エキスパートですが，もとは農業改良普及所や農業
試験場等で勤務した作物の専門家でもあり，こうし
たバックグラウンドや長年現場で指導した経験か
ら，被害現場で取り組むべき対策のポイントを平易
な言葉でわかりやすく解説しています。
　本書は，対策の考え方を示した理論編と対策の実
際の進め方を紹介した実践編から構成されています
が，一貫して，それぞれの地域で，野生動物の餌付
けにつながらない（野生動物を誘引しない）集落作
りを進めることの重要性を訴えています。
　餌付けとは何か？餌付けとは，人慣れ学習を進め
ることと，エサを準備してあげることです。そし
て，このエサには，①動物が食べたら人が腹を立て
るエサ（作物）と②動物がいくら食べても誰も怒ら

『これならできる獣害対策』
井上雅央　著

農林水産省生産局農産部園芸作物課
野菜調整官　川本　憲一

ないエサの２種類があ
るとしています。で
は，２番目のエサには
どのようなものがある
のか？例えば，イネの
ヒコバエ，キャベツの外葉，摘果したリンゴ，収穫
をやめたトマト，スイカの本玉以外の玉，放置した
シイタケのホダ場などのほか，集落や農耕地の雑草
が挙げられ，通常は気を払わないこの２番目のエサ
をなくすことが重要であるとしています。すなわ
ち，野生動物の目線に立てば，第２のエサも同じエ
サであり，それを人が放置しておくことがエサを準
備してあげることになり，人にとって有益なもので
はないからいいやと，野生動物が食べているところ
を何もしないで見過ごすことが，人慣れ学習を進め
ることにつながると指摘しています。
　また，何気なく秋に行っている集落の道路のり面
や畦の草刈りなどが，エサのない真冬に青草を発生
させ，餌付けのみならず増殖を手助けすることにも
つながっていると注意を喚起しています。これは，
著者が指摘しているとおり，林道や道路，河川など
の管理にも共通する問題であり，鳥獣害対策を進め
る上で，行政をはじめ関係者が認識すべき重要な点
ではないかと考えます。
　実践編では，対策の順序が重要であり，最初から
捕獲や大がかりな柵の設置に頼るのでなく，まずは
どうしたら餌付けを防げるかという勉強や集落内の
点検をみんなで行い，それに基づいて，自分たちで
守れる集落や畑にする取組を行っていくことが重要
であるとしています。自分たちの畑や集落をじっく
り見ながら，どうしたらサルやシカやイノシシがき
にくい環境にできるか，現場で考えることが大事で
あり，この『心理柵』を集落みんなで作ることが，
最も効果的な対策につながると説いています。
　著者は，こうした地域での取組を進める上で，女
性の果たす役割が非常に重要であるとして，2014年
９月に，「決定版！獣害対策：女性がやればずんず
ん進む」を著しています。本書との併読をお薦めし
ます。

『これならできる獣害対策』
著者／井上　雅央
出版年／2008年12月（2013
年９月第５刷）
発行所／農山漁村文化協会

※筆者は，平成28年３月まで農林水産政策研究所食料・環境領域に在籍。
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　「研究活動一覧」は，当所研究員の研究活動と研究内容
や関心分野を，読者の皆様に提供することを目的として
います。研究内容の詳細につきましては，直接担当研究
員までお問い合わせください。

① 研究論文および雑誌記事等

著者名（共著者を含む） 表　　　題 発表誌等
（単行本の場合は発行所名も記入） 巻・号 発表年月

勝又健太郎 米国の農業分野のWTO紛争と対応戦略

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　米国，WTO，ロシ
ア

第５号 2015年３月

鈴木栄次 米国における遺伝子組換え作物の生産状況，規
制状況等について

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　米国，WTO，ロシ
ア

第５号 2015年３月

長友謙治 カントリーレポート：ロシア

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　米国，WTO，ロシ
ア

第５号 2015年３月

原口和夫 フランスにおける新共通農業政策（CAP）の適
用

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　EU（フランス，デ
ンマーク）

第６号 2015年３月

浅井真康 デンマークの農業戦略と新共通農業政策（CAP）
の適用

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　EU（フランス，デ
ンマーク）

第６号 2015年３月

須田文明 フランスの農業構造と農地制度－最近の研究の
整理から－

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート　EU（フランス，デ
ンマーク）

第６号 2015年３月

草野拓司 カントリーレポート：インド

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：インド，アルゼン
チン，ベトナム，インドネシア

第７号 2015年３月

泉原　明 カントリーレポート：アルゼンチン

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：インド，アルゼン
チン，ベトナム，インドネシア

第７号 2015年３月

岡江恭史 ベトナム

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：インド，アルゼン
チン，ベトナム，インドネシア

第７号 2015年３月

明石光一郎 インドネシア

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：インド，アルゼン
チン，ベトナム，インドネシア

第７号 2015年３月

明石光一郎 インドネシアのパーム油の生産と輸出動向

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：インド，アルゼン
チン，ベトナム，インドネシア

第７号 2015年３月

（平成27年度）
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吉井邦恒
2014年農業法セーフティネット・プログラム
の選択－アメリカの農業者はPLC とARC のど
ちらを選んだのか－

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：米国農業法，ブラ
ジル，韓国，欧州酪農

第８号 2015年３月

清水純一 ブラジル：近年の穀物生産の動向と外国人の農
地取得に関する制限について

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：米国農業法，ブラ
ジル，韓国，欧州酪農

第８号 2015年３月

樋口倫生 韓国のFTA国内対策

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：米国農業法，ブラ
ジル，韓国，欧州酪農

第８号 2015年３月

木下順子 欧州における酪農協の概況と乳価の動向

プロジェクト研究［主要国農業戦
略］研究資料　平成26年度カント
リーレポート：米国農業法，ブラ
ジル，韓国，欧州酪農

第８号 2015年３月

國井大輔・澤内大輔・
林　岳

木質バイオマスの需給マッチングをもとにした
環境及び経済の多角的影響評価―岩手県西和賀
町の家庭における薪利用を事例に―

地域学研究 第44巻
第４号 2015年３月

Daisuke 
SAWAUCHI, 
Daisuke KUNII,
Yasutaka 
AMAMOTO

Carbon Dioxide Emissions and Energy Self-
Sufficiency of Woody Biomass Utilization 
for Residential Heating: A Case Study of 
Nishiwaga, Japan

Journal  of  Envi ronmental 
Protection Vol.6 2015年４月

薬師寺哲郎 食料品アクセス問題の現状とその影響 農流技研会報 302 2015年４月

浅井真康 デンマークに最先端農業と普及システム 農林水産政策研究所レビュー No.65 2015年５月

井上荘太朗 農村におけるイノベーションを担う人材とその
育成―EU・韓国・日本の動き― 農林水産政策研究所レビュー No.65 2015年５月

上林篤幸 農業懇話会　世界の農産物需給の現状および今
後の展望 農業 No.1599 2015年５月

上林篤幸 「USDA（米国農務省）2024年農業見通し」の
概要（小麦について） 製粉振興 No.576 2015年５月

Tatsuji KOIZUMI Biofuel Development and Perspectives in 
Asia

Bioenergy, Energy Science 
and Technology, Studio Press 
LLC, USA

2015年５月

玉井哲也 政権交代に伴うオーストラリアの環境関連政策
の転換 農林水産政策研究所レビュー No.65 2015年５月

長友謙治 ソ連崩壊以降におけるロシアの畜産業の変化と
穀物輸出余力への影響

ロシア・東欧研究（ロシア・東欧
学会年報） 43 2015年５月

古橋　元
2024年における世界の食料需給見通し―世界
食料需給モデルによる予測結果および中国人口
変動の影響分析―

農林水産政策研究所レビュー No.65 2015年５月

吉田行郷
主産地毎にみた近年の国内産大麦・はだか麦に
対する需要の変化と需要拡大に向けた新たな動
き

農林水産政策研究所レビュー No.65 2015年５月
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浅井真康 デンマークの農業経営アドバイザー：有償化で
高度なプロ集団に デジタル農業情報週刊誌「Agrio」 第65号 2015年６月

井上荘太朗 タイにおける輸出型農業の形成と変容 農業経済研究 第87巻
第１号 2015年６月

長友謙治 ソ連崩壊後のロシア農業の軌跡と現段階 ロシアNIS調査月報 2015年７月号
（創刊千号特集） 2015年６月

橋詰　登 人口減少下における農山村の変容と地域社会の
維持・存続要件

研究フォーラムの記録＜発表資料
集＞（日本教育経営学会研究推進
委員会）

2015年６月

井上荘太朗・岡江恭史・
明石光一郎

東南アジア諸国のコメ政策動向：タイ，ベトナ
ム，インドネシア 農林水産政策研究所レビュー No.66 2015年７月

川崎賢太郎 農家は長寿か：農業と疾病・健康との関係に関
する統計分析 農林水産政策研究所レビュー No.66 2015年７月

Tatsuji KOIZUMI Biofuels and Food Security in Developing 
Countries

Food Security: Challenges, 
Role of Biotechnologies and 
Implications for Developing 
count r ies ,  Nova Sc ience 
Publishers, USA 

2015年７月

小柴有理江・吉田行郷 地方公共団体等による農福連携の支援体制の構
築 農林水産政策研究所レビュー No.66 2015年７月

小柴有理江・吉田行郷
「農業分野における障害者就労」に関する研究紹
介：地方公共団体等による農福連携の支援体制
の構築に関する研究

働く広場　2015年８月号 通巻455号 2015年７月

佐藤孝一 県域における農業融資体制の整備状況（F県域） 総研レポート「平成26年度　農協
の農業融資体制に関する調査」 2015年７月

佐藤孝一 農業資金を中心とする農協の融資体制と融資状
況（E農協）

総研レポート「平成26年度　農協
の農業融資体制に関する調査」 2015年７月

橋詰　登 （書評）齊藤昭編著『「農」の統計にみる知のデ
ザイン』

歴史と経済（政治経済学・経済史
学会） 第228号 2015年７月

樋口倫生 韓国のFTA国内対策－被害補填直接支払制度を
中心に－ 農林水産政策研究所レビュー No.66 2015年７月

平林光幸 変わる稲作，地域で連携を 全国農業新聞 ７月24日号 2015年７月

小野智昭 第１章　研究課題と調査地の位置づけ 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

小野智昭 第２章１．農業構造と担い手の変化 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

小野智昭・平林光幸 第２章２．集落営農組織の類型 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

小野智昭・平林光幸 第２章３．個別経営の経済環境 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月
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小野智昭・平林光幸 第３章　秋田県大仙市C地区 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

小野智昭・平林光幸 第４章　岩手県花巻市D地区 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

小野智昭 第５章　東北水田農業の担い手の現状と展望 構造分析プロジェクト資料［実態
分析］研究資料 第５号 2015年８月

内藤恵久 地理的表示法の解説 地理的表示法の解説（大成出版社） 2015年８月

八木浩平・三澤とあ子・
種市　豊

カットフルーツのサプライチェーンに関する研
究－国産りんごの加工仕向け拡大に向けて－

食料供給プロジェクト【品目別】
研究資料 第１号 2015年８月

浅井真康 デンマークの農業経営アドバイザーについて JATAFFジャーナル Vol. 3
No.9 2015年９月

浅井真康 デンマーク有機農業における家畜排せつ物の取
引を介したパートナーシップの現状 農林水産政策研究所レビュー No.67 2015年９月

岡江恭史 ベトナムの農村金融政策 農林水産政策研究所レビュー No.67 2015年９月

大橋めぐみ ６次産業化の地域性 農業経済研究 第87巻
第２号 2015年９月

株田文博
グローバル化が進展するアジア諸国のフードシ
ステムの経済連関：付加価値連鎖を通じた我が
国国民経済に及ぼす影響を中心に

フードシステム研究 第22巻
２号 2015年９月

Tatsuji KOIZUMI Biofuels and Food Security Renewable and Sustainable 
Energy Review Vol.52 2015年９月

田中淳志 農業生産における生物多様性保全の取組と生き
ものブランド農産物

生物多様性のブランド化戦略（筑
波書房） 2015年９月

林　岳・矢部光保 コウノトリ育むお米が生み出す経済相乗効果 生物多様性のブランド化戦略（筑
波書房） 2015年９月

平林光幸・小野智昭
東北稲作・畜産複合地域における水田農業の展
開と担い手構造－岩手県花巻市の開田地域（D地
区）を事例に－

農林水産政策研究所レビュー No.67 2015年９月

三澤とあ子・八木浩平 国産りんごのカットフルーツ仕向け拡大に向け
て 農林水産政策研究所レビュー No.67 2015年９月

八木浩平 我が国における大豆粕フードシステムの構造遷
移 フードシステム研究 第22巻

２号 2015年９月

吉田行郷 東海産小麦の需要に応じた生産に向けた今後の
対応方向（前編） 製粉振興 No.578 2015年９月

吉田行郷 地域農業の担い手として期待される社会福祉法
人等

アグリビジネス経営塾（日本農業
法人協会） No.665 2015年９月

佐藤真弓 豪雪山村における地域資源利用の変容と地域社
会－長野県のスキー場立地地域を事例として－ 村落社会研究ジャーナル 第22巻

第１号 2015年10月
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薬師寺哲郎 健康長寿を支えるフードシステムの課題 食品と開発 693号 2015年10月

吉田行郷 地域農業の担い手として期待される社会福祉法
人等（その２）

アグリビジネス経営塾（日本農業
法人協会） No.670 2015年10月

泉原　明 大豆化の進展によるアルゼンチン農業生産シス
テムの変化 農林水産政策研究所レビュー No.68 2015年11月

上林篤幸 「OECD-FAO農業見通し2015－2024」（穀物
部分） 製粉振興 No.579 2015年11月

小野智昭 集落営農の法人化における法人形態（農事組合
法人，株式会社）の選択について 農林水産政策研究所レビュー No.68 2015年11月

菊島良介・中嶋晋作 国営かんがい排水事業の地域農業への影響評価 農村計画学会誌 第34巻
論文特集号 2015年11月

平林光幸・小野智昭 山間農業地域における集落営農法人成立の「場」
について

2015年度農業問題研究学会秋季
大会個別報告予稿集 2015年11月

吉井邦恒・他著 アメリカの収入保険制度
JC総研ブックレットNo.11 農業
収入保険を巡る議論　我が国の水
田農業を考える（筑波書房）

2015年11月

吉田行郷 東海産小麦の需要に応じた生産に向けた今後の
対応方向（後編） 製粉振興 No.579 2015年11月

吉田行郷 「地産地消」で国産小麦を後押し 小麦粉ジャパンwoman’s リポー
ト（朝日新聞） 2015年11月

玉井哲也 外国のFTA影響分析の事例－オーストラリアの
場合

『ポスト貿易自由化』時代の貿易
ルール（農林統計出版） 2015年12月

内藤恵久 地理的表示に関する国際的な保護ルールと国内
制度

『ポスト貿易自由化』時代の貿易
ルール（農林統計出版） 2015年12月

内藤恵久 我が国の地理的表示保護制度 農林漁業の産地ブランド戦略（ぎょ
うせい） 2015年12月

内藤恵久 国際的な地理的表示保護の状況 農林漁業の産地ブランド戦略（ぎょ
うせい） 2015年12月

橋詰　登 農業集落の小規模・高齢化と脆弱化する集落機
能－農業集落の動態統計分析と将来推計から－ 農業問題研究 第47巻

第１号 2015年12月

Takashi HAYASHI
Measuring rural–urban disparity with the 
Genuine Progress Indicator:A case study 
in Japan

Ecological Economics Vol.120 2015年12月

平林光幸 （書評）西川邦夫著『「政策転換」と水田農業の
担い手』 農業問題研究 第47巻

第１号 2015年12月

平林光幸・小野智昭 山間農業地域における水田作上層農の存立条件
－広島県庄原市E地区を事例に－ 農業経済研究 第87巻

第３号 2015年12月

八木浩平・山本淳子・
河野恵伸

生鮮果物及びカットフルーツに関する購買行動
の規定要因　首都圏の消費者を対象として フードシステム研究 22巻

３号 2015年12月
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吉田行郷 地域農業の担い手として期待される社会福祉法
人等（その３）

アグリビジネス経営塾（日本農業
法人協会） No.677 2015年12月

勝又健太郎 米国とブラジルのWTO綿花補助金紛争―米国の
対応戦略― 農林水産政策研究所レビュー No.69 2016年１月

國井大輔 農業・農村の多面的機能と生態系サービスの定
義と評価手法に関する整理 農林水産政策研究 第25号 2016年１月

小柴有理江・吉田行
郷・香月敏孝

農業と福祉の連携の形成過程に関する研究―農
業分野における障害者就労を事例として― 農林水産政策研究 第25号 2016年１月

清水純一 ブラジル農業の発展と課題 農林水産政策研究所レビュー No.69 2016年１月

橋詰　登 （書評）小田切徳美編著『農山村再生に挑む－理
論と実践－』 歴史と経済 第230号 2016年１月

福田竜一 人口減少・高齢化の中で形成される広域的な地
域組織の特徴と課題　―先進事例の分析から― 農林水産政策研究所レビュー No.69 2016年１月

八木浩平・山本淳子・
河野恵伸

年齢・性別間で果物及びカットフルーツ消費が
偏在する要因－構造方程式モデリングを用いた
分析－

農林水産政策研究 第25号 2016年１月

K.YOSHII ＆
T.OYAMA

A Quantitative Factorial Component 
Analysis to Investigate the Recent 
Changes of Japan’s Weight-Based Food 
Self-Sufficiency Ratio

American Journal of Operations 
Research

Vol.6 
No.1 2016年１月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える① 農業共済新聞 2016年
１月４週号 2016年１月

吉田行郷 地域農業の担い手として期待される社会福祉法
人等（その４）

アグリビジネス経営塾（日本農業
法人協会） No.680 2016年１月

清水純一 近年のブラジル農業の発展要因 デジタル農業情報週刊誌「Agrio」 第96号 2016年２月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える② 農業共済新聞 2016年
２月１週号 2016年２月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える③ 農業共済新聞 2016年
２月２週号 2016年２月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える④ 農業共済新聞 2016年
２月３週号 2016年２月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える⑤ 農業共済新聞 2016年
２月４週号 2016年２月

吉井邦恒 米国の事例から収入保険を考える⑥ 農業共済新聞 2016年
３月１週号 2016年３月

Hiroaki KOBAYASHI, 
Pongthai 
THAIYOTIN, 
Takeshi ISHIDA and 
Sotaro INOUE

Effects of Government Support on Rice 
Farming in Contemporary Thailand: A 
Simulation Analysis

Japanese Journal of Rural 
Economics Vol.18 2016年３月
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小泉達治 気候変動と食料安全保障－FAOにおける取り組
み－ 農林水産政策研究所レビュー No.70 2016年３月

小泉達治 気候変動下における国際コメ価格の変動と農業
投資の影響 農林水産政策研究所レビュー No.70 2016年３月

小柴有理江・吉田行郷
地域における農業分野での障害者就労の支援体
制の構築―異分野が連携するプラットフォーム
の形成―

農業経済研究 第87巻
第４号 2016年３月

佐藤真弓
ブックレビュー　『ジェンダーで学ぶ生活経済論

［第２版］現代の福祉社会を主体的に生きるため
に』伊藤純，斎藤悦子編著

農林水産政策研究所レビュー No.70 2016年３月

清水純一 日本とブラジルの食肉貿易事情 ブラジル特報 No.163 2016年３月

鈴木栄次 スペインにおける遺伝子組換え作物の生産状況
等について 農林水産政策研究所レビュー No.70 2016年３月

須田文明 コモンにおける真正性の試験と評価：テロワー
ル・ワインと有機農産物を事例に

山本編著『認知資本主義』（ナカニ
シヤ出版） 2016年３月

薬師寺哲郎 食料品販売店の動向と将来 フ ー ド シ ス テ ム 革 新 の ニ ュ ー
ウェーブ（日本経済評論社） 2016年３月

吉田行郷 地域農業の担い手として期待される社会福祉法
人等（その５）

アグリビジネス経営塾（日本農業
法人協会） No.688 2016年３月

② 口頭発表および講演

講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

吉田行郷 最近の国内産小麦の需給について 第139回国産麦の民間流通連絡協議会　作業チーム 2015年４月13日

山下正行 農林漁業の成長産業化に向けて 長野県農業法人協会経営者セミナー 2015年４月21日

長友謙治 ソ連崩壊後のロシア農業の軌跡と現段階 ROTOBO月例報告会（（一社）ロシアNIS貿易会） 2015年４月27日

古橋　元 「食料需給モデルと『世界の食料需給見通し』」 法政大学生命科学部　応用植物科学科「国際需給論」 2015年５月14日

草野拓司 インドの食料需給動向－インドが世界の食料危
機の脅威に？－ 法政大学特別講義 2015年５月28日

吉井邦恒 アメリカにおける経営安定対策 「収入保険制度のあり方調査研究事業」意見交換会
（JC総研） 2015年５月29日

株田文博
グローバル化が進展するアジア諸国のフードシ
ステムの経済連関－付加価値連鎖を通じた我が
国国民経済に及ぼす影響を中心に－

2015年度　日本フードシステム学会大会シンポジ
ウム（グローバル化とフードシステム） 2015年５月30日

須田文明 文化遺産化される食と農－フランス及びイタリ
アの比較から－ 日本フードシステム学会2015年度大会 2015年５月31日

高橋克也・竹西亜古
他 放射線リスク情報の記憶と伝達　 日本フードシステム学会2015年度大会 2015年５月31日
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講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

小泉達治 農業投資が食料ロスおよび国際コメ需給に与え
る影響－部分均衡需給予測モデルによる分析－ 日本フードシステム学会2015年度大会 2015年５月31日

高橋克也・薬師寺哲郎・
大橋めぐみ他 現役世代の食料品アクセス問題と食品摂取 日本フードシステム学会2015年度大会 2015年５月31日

八木浩平・山本淳子・
河野恵伸

果物・カットフルーツに関する購買行動の規定
要因 日本フードシステム学会2015年度大会　個別報告 2015年５月31日

長友謙治 ソ連崩壊後のロシア農業の軌跡と現段階 法政大学生命科学部応用植物学科国際食料需給論特
別講義 2015年６月11日

株田文博 世界の食料問題と日本の食料・農業問題を考え
る

渋谷教育学園幕張高校（スーパーグローバルハイス
クール特別講演） 2015年６月13日

清水純一 ブラジル農業の概要 政策研究大学院大学 2015年６月15日

八木浩平・三澤とあ子・
種市　豊

カットフルーツ製造業者における原料調達チャ
ネルの選択行動－国産りんごのカットフルーツ
仕向け拡大に向けて－

日本農業市場学会2015年度大会（日本農業市場学
会）個別報告 2015年６月28日

Takashi HAYASHI, 
Hiroki SASAKI

Measuring the rural-urban disparity with 
GDP, ISEW and life satisfaction: A case 
study in Japan

The 11th Biennial Conference of the European 
Society for Ecological Economics 2015年７月２日

株田文博 我が国における農産物貿易の自由化－自由化の
経過とその影響－

政策研究大学院大学農業政策コース（国際食料・農
業論） 2015年７月６日

Daisuke KUNII Introduction of Resource Assessment 
using GIS

Asia Pacific Regional Workshop on Biomass 
Energy Resource Assessment 2015年７月７日

吉田行郷 拡大する農業分野での障がい者就労の現状と課
題～全国各地の取組から学ぶ～ 関東農政局・農業分野における障害者就労セミナー 2015年７月８日

清水純一 ブラジル農業の発展と課題 法政大学 2015年７月９日

横山須美・高橋克也
他

放射線リスク情報伝達に関する社会心理学的研
究 第52回アイソトープ・放射線研究会 2015年７月10日

田中淳志 非農学部学生による農山村・農林業体験活動の
動向と影響 第14回日本地域政策学会 2015年７月12日

吉田行郷 農業分野での障害者就労の意義と可能性～全国
各地での取組みから考える～ 法政大学生命科学部応用植物科学科特別講義　 2015年７月14日

吉井邦恒 農業保険制度について 第11回栃木県NOSAI事業推進大会（栃木県農業共
済組合連合会） 2015年７月15日

株田文博 International Agricultural and Forestry 
Policies

筑波大学生命環境学群生物資源学類（Global 30 
Program） 2015年７月18日

吉田行郷 水耕栽培・植物工場による障害者の就労の場づ
くりから学ぶ 第21回日本心臓リハビリテーション学会学術集会 2015年７月18日

吉田行郷 拡大する農業分野での障がい者就労の現状と課
題～全国各地の取組から学ぶ～ 北陸農政局・北陸地域障害者就農セミナー 2015年７月28日
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講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

八木浩平・三澤とあ子 国産りんごのカットフルーツ仕向け拡大に向け
て 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2015年７月28日

高橋克也 食料品アクセス問題と高齢者の健康 日本老年学的評価研究・研究会 2015年８月３日

Takashi HAYASHI, 
Da isuke  KUNI I , 
Daisuke SAWAUCHI

Multi-dimensional assessment of wood 
biomass for energy -A case study of 
firewood use in households in Nishiwaga, 
Japan-

The  24th  Pac i f i c  Reg iona l  Sc ience 
Conference 2015年８月８日

Takashi HAYASHI, 
Yoshifumi 
TAKAHASHI

Market internalized value of bio-friendly 
agriculture: An evaluation of impact of 
stork-friendly rice production on a local 
economy

29th International Conference of Agricultural 
Economists 2015年８月12日

八木浩平 北東アジアにおける植物油市場の動態 2015年度北東アジア農業農村発展国際シンポジウ
ム 2015年８月25日

福田竜一 広域地域組織における統治問題への接近 第51回東北農業経済学会新潟大会個別報告 2015年８月29日

吉井邦恒 農業収入の変動状況と経営単位収入保険 第51回東北農業経済学会 2015年８月29日

吉田行郷 国内産麦の需要の変化と需要拡大に向けた新た
な動きについて 京築地域農業・農村活性化推進大会 2015年９月３日

Tatsuji KOIZUMI

Contribution of Agricultural investments to 
stablizing international rice price volatility 
under Climate Change- Simulations for 
ASEAN 8 countries-

日本環境科学会2015年会 2015年９月８日

吉井邦恒 食料供給ネットワークモデルについて 慶應義塾経済学会コンファレンス・下田セミナー 2015年９月12日

吉田行郷 拡大する農業分野での障がい者就労の現状と課
題～全国各地の取組から学ぶ～

東北農政局・東北地域の農業分野における障害者就
労促進セミナー 2015年９月24日

小柴有理江 地方自治体による農業と福祉の連携支援
「岡山地域農業の障害者雇用促進ネットワーク」第７
回セミナー（岡山地域農業の障害者雇用促進ネット
ワーク・中国四国農政局）

2015年９月28日

吉井邦恒 現代農環境政策学特論 東北大学大学院農学研究科 2015年９月30日

福田竜一 農業金融論 千葉大学園芸学部園芸別科 2015年10月　　
　 ～2016年１月

吉井邦恒 収入保険制度の導入と設計 第１回収入保険制度にかかる勉強会（十勝地区農協
組合長会） 2015年10月８日

林　岳・佐々木宏樹 GDP，ISEW，主観的幸福度による都市農村格
差の計測 日本地域学会第52回年次大会 2015年10月12日

林　岳・國井大輔・
澤内大輔

木質チップボイラー導入による間伐促進効果の
計測―岩手県西和賀町を事例に― 第130回北海道農業経済学会例会 2015年10月18日

清水純一 ブラジル農業の発展と課題 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2015年10月20日

江川　卓・若林剛志・
福田竜一

人口減少・高齢化の中で形成される広域的な地
域組織の特徴と課題～先進事例の分析から～ 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2015年10月23日
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講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

Daisuke KUNII, 
Daisuke SAWAUCHI, 
Takashi HAYASHI

Combined assessment of sustainable 
woody biomass utilization for energy: 
Resource availability, life cycle perspective, 
and economic feasibility - A case study in 
mountainous area in Japan-

Global Cleaner Production and Sustainable 
Consumption Conference 2015 2015年11月１日

長友謙治 ロシア農業の回復と農業組織の変化 第55回比較経済体制学会全国大会 2015年11月７日

平林光幸・小野智昭 山間農業地域における集落営農法人成立の「場」
について

2015年度農業問題研究学会秋季大会個別報告（農
業問題研究学会） 2015年11月７日

高橋祐一郎 水産物流通目詰まりの解消に向けた社会調査の
アプローチ

第22回低・未利用資源有効利用研究連絡会（独立行
政法人水産総合研究センター） 2015年11月８日

出田安利 食料・農業の法律 日本農業経営大学校平成27年度講義（一般社団法人
アグリフューチャージャパン）

2015年11月12日
2015年11月19日
2015年11月26日

吉井邦恒 収入保険制度と経営安定対策―アメリカの事例
を手がかりとして― 農政研修会（北海道農民連盟） 2015年11月18日

小野智昭 東北地方における集落営農組織の動向と展望 集落営農組織支援研修会（宮城県担い手育成支援総
合協議会） 2015年11月25日

吉田行郷 農業分野での障がい者就労～全国各地での取組
み～

平成27年度障がい者（児）就労スキルアップ研修会
（西日本ブロック） 2015年11月28日

小泉達治 気候変動と食料安全保障－コメを中心として－ 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2015年12月１日

吉田行郷
農業分野における精神障害者の居場所作りと就
労に向けた支援について～全国各地での取組み
～

日本精神障害者リハビリテーション学会高知大会 2015年12月５日

吉田行郷 農業分野での障害者就労の現状と課題について
～全国各地で進展する農福連携の取組～

平成27年度山梨県障害者就農促進協議会主催研修
会 2015年12月18日

田中淳志 大学生による農山村・農林業体験活動の動向と
体験前後の変化 研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2016年１月19日

薬師寺哲郎 超高齢社会の買い物弱者問題について 専修大学商学研究所定例研究会 2016年１月19日

吉田行郷 広がる農業分野での障害者就労の現状と課題～
全国各地での新たな取り組みから学ぶ～ 平成27年度名張市アグリ就労推進研修会 2016年１月21日

草野拓司 インドにおける主要農産物と価格政策の関係 資源経済論研究会 2016年１月23日

國井大輔・澤内大輔・
林　岳

木質バイオマス利用による森林管理や地域経済
への影響評価～岩手県西和賀町における木質
チップボイラーを事例に～

研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2016年１月26日

吉田行郷 農業分野での障がい者就労の現状と課題～全国
各地の取組から考える～ 平成27年度栃木県ユニバーサル農業推進セミナー 2016年１月26日

吉田行郷 障害者が農業を元気に　はじめよう　農福連携 政府インターネットテレビ「徳光・木佐の知りたい
ニッポン！」 2016年１月28日
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講演者 講演演題 講演会名（主催者） 講演開催年月日

八木浩平 カットフルーツのサプライチェーン 落葉果樹研究会（農研機構果樹研究所） 2016年２月２日

小柴有理江 地域で取り組む農福連携～取り組みの拡大に向
けて～

東北農政局・東北地域の農業分野における障害者就
労促進セミナー 2016年２月23日

平林光幸 水稲大規模経営の新たな課題とその対応
平成27年度山武地域の稲作経営を考える会－Part
Ⅱ－（山武農林業振興普及協議会，千葉県農業再生
協議会，千葉県山武農業事務所）

2016年２月24日

高橋克也 我が国における食料品アクセス問題と住民の健
康 平成27年度農林水産政策研究所シンポジウム 2016年３月４日

林　岳・國井大輔・
澤内大輔

木質チップボイラー導入による間伐促進効果の
計測－岩手県西和賀町を事例に－ 第131回北海道農業経済学会例会 2016年３月５日

林　岳・佐々木宏樹 GDP，真の進歩指標，主観的幸福度による都市
農村格差の計測 第131回北海道農業経済学会例会 2016年３月５日

八木浩平 カットフルーツビジネスの課題と対応 カットフルーツプロジェクト研修会（熊本県） 2016年３月７日

田中淳志 河畔林がシマフクロウを守り育てる 早稲田大学環境塾講義（５） 2016年３月16日

吉井邦恒 アメリカの農業所得と収入保険制度 第７回東北大学農学研究科連携講座シンポジウム 2016年３月17日

小泉達治
世界の食料需給の動向と中長期的な見通し－世
界食料需給モデルによる2025年の世界食料需
給の見通し－

研究成果報告会（農林水産政策研究所） 2016年３月17日

吉田行郷 全国で広がる農福連携！～増やそう！農業分野
での障がい者就労～ 平成27年度農福連携熊本セミナー 2016年３月23日

橋詰　登 農村地域政策の体系化と政策課題－中山間地域
等直接支払制度を中心に－ 2016年度日本農業経済学会大会シンポジウム 2016年３月29日

上田恵介・田中淳志・
原　剛 討論会　われらは何を探し求めているのか 早稲田大学環境塾シンポジウム 2016年３月30日

小野智昭 集落営農の合併パターンに関する批判的検討－
兵庫県の「２階建て方式」を事例として 2016年度日本農業経済学会 2016年３月30日

小泉達治 国際コメ需給における潜在的コメ需要量の計測 2016年度日本農業経済学会 2016年３月30日

高橋克也・大浦裕二
他

わが国における青果物消費の規定要因に関する
分析 2016年度日本農業経済学会 2016年３月30日
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農林水産政策研究に関連する学会等の紹介
（2016年６月～７月開催）

開　催　大　会　等 主　　催 開　催　日　時 開　催　場　所

CES 2016 Annual Conference Canadian Evaluation 
Society

2016年６月５日（日）
～８日（水）

St.John’s, Newfoundland 
and Labrador 

オーストラリア学会2016年度全国研究大会 オーストラリア学
会

2016年６月11日（土）
～12日（日） 和歌山大学

日本マーケティングサイエンス学会　
第99回研究大会

日本マーケティン
グサイエンス学会

2016年６月11日（土）
～12日（日） 東北大学

アジア政経学会2016年度春季大会 アジア政経学会 2016年６月18日（土）
～19日（日）

JETROアジア経済研究所
（海浜幕張）

日本経済学会2016年度春季大会 日本経済学会 2016年６月18日（土）
～19日（日）

名古屋大学東山キャンパ
ス

2016年度日本フードシステム学会大会 日本フードシステ
ム学会

2016年６月18日（土）
～19日（日）

東京海洋大学品川キャン
パス

第15回全国研究（大阪）大会 日本地域政策学会 2016年７月９日（土）
～10日（日）

関西大学高槻ミューズ
キャンパス

2016 AAEA Annual Meeting 
Ag r i c u l t u r a l  & 
Applied Economics 
Association
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概要



文書のアクセシビリティの完全性を損なう可能性がある問題点が検出されました。
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